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ナビゲーションとソリューションの融合をさらに進め、NRIの｢第
三の創業｣を推進していきます。「NRIビジョン2015」達成への取
り組みを着実に推し進めるとともに、2011年３月期は成長軌道
の回復を実現させます。
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2010年4月より、NRIはマネジメント・アプローチに基づくセグメント開示に変更して
います。今回は新セグメント担当役員へのインタビューを掲載し、各セグメントの強
み、特徴や今後の成長戦略などについてご説明しています。
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 22 　金融ITソリューション
 24 　産業ITソリューション
 26 　IT基盤サービス

 28 特集１：NRIの競争力の源泉としての人材
専門的な知識と能力を身につけたプロフェッショナルが、NRIグ
ループの付加価値の源泉であり、強みのひとつです。ここではプ
ロフェッショナルを育成するための仕組みについて代表取締役専
務執行役員の室井がご説明しています。

 32 特集２：NRIの競争力を支えるパートナー企業
社員だけでなく、国内パートナーおよびオフショアパートナーの３つを効果的に活用
することができる人的リソースの厚みも、NRIの競争力を支える大きな強みとなって
います。

注意事項
本アニュアルレポートは、2010年3月期の業績
および今後の経営戦略に関する情報の提供を目
的としたものであり、NRIが発行する有価証券の
投資勧誘を目的としたものではなく、また何らか
の保証・約束をするものではありません。本ア
ニュアルレポートに記載されている意見や見通
しは、アニュアルレポート作成時点におけるNRI
の見解であり、その情報の正確性および完全性
を保証または約束するものではなく、また今後、
予告なしに変更されることがあります。本アニュ
アルレポートのいかなる部分も一切の権利は株
式会社野村総合研究所に帰属しており、電子的
または機械的な方法を問わず、いかなる目的で
あれ、無断で複製または転送等をおこなわない
ようお願いいたします。

目次

未来創発
D r e a m  u p  t h e  f u t u r e .

個々の要素が互いに作用しあうことで
思いもよらない新しい価値や秩序が生まれ
全体が高まっていく―
この現象を「創発」と呼んでいます。

私たちNRIグループは創発によって
世の中に新しい価値を生み出し
社会のパラダイムを変えながら
明るい未来を切り拓いていこうとしています。

会社データ
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会社概要
会社名 株式会社  野村総合研究所
英文社名 Nomura Research Institute, Ltd.
所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目6番5号
  丸の内北口ビル
資本金 186億円
代表者 代表取締役社長　嶋本　正
従業員数 5,314名／NRI グループ6,263名（2010年3月31日現在）

所有者別持株比率（2010年3月31日現在）
　

大株主（2010年3月31日現在）
株主名 所有株式数（千株） 持株比率（%）

野村アセットマネジメント（株） 43,387 19.28
野村ファシリティーズ（株） 18,600 8.27
（株）ジャフコ 15,020 6.68
野村ホールディングス（株） 13,000 5.78
シービーニューヨーク オービス エスアイシーアーヴィー
  （常任代理人 シティバンク銀行（株）） 9,368 4.16
シービーニューヨーク オービス ファンズ
  （常任代理人 シティバンク銀行（株）） 9,242 4.11
NRIグループ社員持株会 6,546 2.91
日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 5,522 2.45
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223
  （常任代理人 （株）みずほコーポレート銀行決済営業部） 3,556 1.58
日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 3,400 1.51
（注） NRIは、自己株式30,378千株を保有しておりますが、上記からは除いて
 おります。

株式の概況（2010年3月31日現在）
発行可能株式総数 750,000,000 株
発行済株式の総数 225,000,000 株
単元株主数 17,112 名

株主メモ
・株券電子化にともない、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ること
となっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意く
ださい。
・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、下記特別口座管理機関（三菱ＵＦＪ
信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
・未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。
事業年度 4月1日～翌年3月31日 
定時株主総会 6月 
単元株式数 100 株 
公告方法 電子公告（NRIホームページ　http://www.nri.co.jp/） 
 ただし、事故その他のやむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。 
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 
特別口座の 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
口座管理機関  
同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
（連絡先・照会先） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
 〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号 
 0120-232-711（通話料無料） 

株価チャート
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金融機関　 9.1%

証券会社　 1.4%

国内法人　41.6%

自己名義株式　13.5%

個人・その他　8.7%

外国法人等　25.5%

本アニュアルレポートに関するお問い合わせ先：株式会社野村総合研究所　IR室　E-mail: ir@nri.co.jp
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　NRIは、日本初の民間シンクタンクである野村総合研究所と、システムインテグレー
ターの草分けである野村コンピュータシステムが1988年に合併することによって誕生
しました。未来を洞察し、広く社会に提言する力、顧客の立場で考え、徹底して品質にこ
だわる姿勢など、それぞれの前身から受け継いだDNAを融合しながら、時代を先取りす
る企業活動を進めてきました。
　今日、「未来創発」を実現する軸となるのが「ナビゲーション×ソリューション」です。
予測、分析、政策提言などによって問題発見から解決策を導くまでの「ナビゲーション」
と、その解決策を業務改革やシステムの設計、構築、運用によって実現する「ソリュー
ション」。この二つを相乗的に機能させることで、NRIは世の中に新しい価値を生み出し、
企業価値の向上を目指します。

『ナビゲーション×ソリューション』により
企業価値の向上を目指します

ナビゲーションNavigation

ソリューションSolution

問題解決

❷ 市場分析・業務分析・経営診断
❶ 社会・産業の予測と展望

❸ 企業経営・政策立案に関する提言

❹ 経営・業務革新のソリューション提示

❺ システム設計・ソリューション提供

❻ アウトソーシング・システム運用

❼ ビジネスの実行支援

問題発見

Creating a New Era with Navigation and Solutions
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　ITソリューションサービスの売上高はNRI全体の約９割と
なっています。そして、そのビジネスモデルはシステム開発、運
用アウトソーシング、共同利用型・パッケージの３つに大別され
ます。
　個別企業から新規システムを受託するシステム開発。開発
したシステムを信頼性の高いデータセンターで運用する運用
アウトソーシング。そして、最終的にはそれらで培った業務知
識やノウハウを活かし、業界の標準となる共同利用型システ
ムを展開しています。

ITソリューションサービスの収益構成
　ITソリューションサービスの収益構造は、図のよう
に、変動幅が大きい｢開発」と、安定的な収益源である
「運用サービス」に大きく分かれています。
　｢開発」プロジェクトを｢運用アウトソーシング」へつ
なげ、さらに｢共同利用型システムサービス」に展開
していくことで安定的な収益源が確保されているこ
とも、NRIの大きな強みであり高い収益性の理由の
ひとつになっています。

ITソリューションサービス

NRIの事業とビジネスモデル
NRIの強みのひとつに、｢ナビゲーション×ソリューション」の
高いシナジー効果を活かした独自の『ビジネスモデル』があります。
コンサルティングにより顧客の課題を解決に向けてナビゲーションし、
ITソリューションにより顧客にとって最適な解決策を実現しています。

NRI at a Glance

　コンサルティングサービスの売上高はNRI全体の約１割と
なっており、マネジメントコンサルティングとシステムコンサル
ティングに大別されます。
　マネジメントコンサルティングのテーマは、事業戦略の立
案・実行支援や業務改革、政策提言など多岐にわたります。分
野ごとに経験豊かなコンサルタントを多数抱え、年間1,000
近いプロジェクトを実施しています。また、システムコンサル
ティングでは、顧客のIT資産の評価・診断から、IT戦略の策
定、実際の業務とITを結ぶソリューション提案まで一貫した
サービスを提供しています。

コンサルティングサービス

2010年3月期
連結売上高
3,386億円

＊（　）内は構成比率

●コンサルティングサービス　288億円 （8.5%）
マネジメントコンサルティング
システムコンサルティング

●開発・製品販売　1,268億円 （37.5%）
　システムインテグレーション（受託開発）
　当社開発ソフトウエアパッケージの販売

●運用サービス　1,670億円 （49.3%）
　アウトソーシングサービス
　共同利用型システムサービス（利用料）

●商品販売　159億円 （4.7%）
　外部から仕入れたハードウエアや
　ソフトウエアの販売

売上高

経年

ボラティリティーが
高い

ほぼ売上が
見込める

商品販売
開発：新規

エンハンスメント
開発

アウトソーシング
共同利用型システム

リスクの少ない安定的な収益源と、
変動幅が大きい収益源の構成イメージ

安定成長

運用

ITソリューションサービスの収益構成イメージ
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データセンター

NRIのビジネスモデル

（注） 1. 利用社数は2010年3月末現在
 2. STAR-IVは、部分利用を含む社数
 3. I-STARはサブシステムを除く社数

NRIが作る業界インフラ
共同利用型システムサービスの例（金融分野）

（注2）

（注3）

STAR-IV リテール証券会社向け
総合バックオフィスシステム 68社

I-STAR ホールセール証券会社向け
総合バックオフィスシステム 36社

T-STAR 投資信託運用会社向け
信託財産管理システム 73社

BESTWAY 投資信託窓口販売
口座管理システム 112社

初期
アプローチ

システム
開発

運用アウト
ソーシング

共同利用型・
パッケージ

流通金融 その他産業

マネジメントコンサルティング・
システムコンサルティング

顧客の事業業務改革におけるパートナーとして、
情報システムの企画・設計から開発までをおこないます。

NRIが受託開発したシステムや顧客所有のシステムを
安定的に保守・運用します。

長年培った業務知識やシステム技術、ノウハウを活かして
NRIが自主開発したシステムを複数の顧客にご利用

いただくサービスです。

産業分野などで幅広い顧客基盤を持つ
コンサルティングをきっかけに、その後
のシステム開発や運用アウトソーシング
などのITソリューションサービスにつな
げていきます。

ナビゲーション×ソリューションの
高いシナジー効果を活かした
ビジネスの展開

金融分野では、ＮＲＩが提供する共同利用型
システムを多くの顧客にご利用いただいて
おり、業界インフラとして高いシェアを獲得
しています。
今後は産業分野においても、業界標準とな
る共同利用型システムを提供していくこと
を目標にしています。

　顧客から預かった情報システムや共同利用型システムを運
用するためのデータセンターは、NRIのビジネスにとってき
わめて重要な役割を果たしています。
　NRIの保有するデータセンターでは高度なセキュリティ対
策や耐災害性など、信頼性の高い運用をおこなっています。

横浜第一データセンター

大阪データセンター

横浜第二データセンター

多摩市に2012年度竣工予定の新データセンター（完成イメージ）

日吉データセンター （▶新セグメント担当役員メッセージ p.26～27参照）
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幅広い分野に広がるNRIの事業
NRIグループは、金融、流通などさまざまな業種・セクターの顧客の事業を支え、
至るところで社会や人々の暮らしに貢献しています。

証券会社の基幹業務を支
える情報システムの構築
から、オンライントレードシ
ステムまで、証券業界を幅
広く支えています。

ケガや病気・事故などに備
える保険は暮らしの安心
に欠かせません。保険業務
を効率的で適正に遂行す
るシステムを提供し､人々
の暮らしをサポートしてい
ます。

24時間いつでも利用でき
るATMや、携帯電話で取
引ができるサービスなど、
情報システムを通じて、ユー
ザー視点の金融サービス
の多様化を支えています。

生産から流通、販売までの
一連の商品の流れを情報
システムでサポートし、消
費者の暮らしを便利にする
お手伝いをしています。

• 野村證券の基幹業務システムおよび情報系システム
• SBI証券のオンライントレードシステム
•  準大手・中堅の証券会社など50社以上に導入されている総合証券
バックオフィスシステム「THE STAR」
•  日本の証券市場で取引をおこなう多くの外資系証券会社に導入されて
いるホールセール証券業務向け共同利用型バックオフィスシステム
「I‐STAR」
•  外国株式の執行処理を国内株式同様に自動化してリアルタイム処理を
可能にする「Market Bridge」

• 東京海上日動火災保険の基幹業務システム構築
• かんぽ生命保険の総合情報システム
•  損保会社13社および1団体の14法人が利用する自動車損害賠償責任
保険業務の共同システム「e -JIBAI」
• 直販保険会社向けトータルシステムの提供
• 保険料払込みのキャッシュレス化サービスを実現する共同システム

• セブン銀行のATMネットワークシステムおよび勘定系システム
• 住信SBIネット銀行のインターネットバンキングシステム
•  みずほ銀行のみずほマイレージクラブ会員様専用ホームページの利便性
向上に貢献するアグリゲーションサービス「InterCollage」
•  銀行業界で広く採用されている投資信託の窓口販売業務ソリューション
「BESTWAY」
•  主に信託銀行向けに、年金などの信託財産管理業務をサポートする
パッケージシステム「TriMaster／PX」

• セブン- イレブン・ジャパンの総合情報システム
• セブン&アイ・グループ独自の電子マネーサービス「nanaco」
• セブン&アイのグループ統合システム
•  千趣会の女性向け総合オンラインショップ「ベルメゾンネット」の
基盤システム
•  製造業･卸売業･小売業を結び、企業間･企業内の流通業務を高度化･
効率化するソリューション「BizMart」

●その他産業等　603億円 （17.8%）

●証券業 1,233億円 （36.4%）

●保険業 569億円 （16.8%）

●銀行業 301億円 （8.9%）

●その他金融業： 243億円 （7.2%）
　資産運用、
　消費者金融 等 

製造業、サービス業、中央官庁、
地方自治体 等

●流通業　435億円 （12.9%）

スーパーマーケット、コンビニエンスストア、
専門量販店、卸売 等

金融サービス業　 2,347億円 （69.3%）

2010年3月期
連結売上高
3,386億円

＊（　）内は構成比率

 証券業向けサービス

 保険業向けサービス

 銀行業向けサービス

 流通業向けサービス
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高い収益力
■トータルソリューションを
　提供できる総合力
■資産を活用したビジネスモデル
■強固な顧客基盤
■社員やパートナー企業など
　層の厚い人材
    （▶特集ｐ.28～33参照）

これらを強みとし、NRIは業界トップ
クラスの収益力（営業利益率）を
達成しています。

政策立案などのコンサル
ティングや公共サービスを
支える情報システムの提
供を通じて、大きな転換点
を迎える日本の活性化と
発展に貢献しています。

運輸、教育サービス、情報
通信分野など、サービス業
向けの情報システム構築
を通じて、消費者の暮らし
や利便性の向上に役立っ
ています。

消費者ニーズの収集・分析
から、製品開発や品質管
理､流通管理など、製造業
のさまざまな活動を情報シ
ステムで支えています。

アジアの国々の地域開発
や産業政策へのアドバイ
ス、現地日本企業への戦
略コンサルティングや情報
システムの構築・運用を通
じて、アジア・中国の社会
や産業の発展に貢献して
います。

• 内閣府中央防災会議の「首都直下地震対策大綱」策定
• 総務省におけるユビキタスネット社会の実現に向けた支援
• 厚生労働省の「諸外国の低所得者政策に関する調査研究」
• 内閣府の「地震防災情報システム（DIS）」
•  シルバー人材センターの全国1,000を超える団体・事業所での事業運営
を支える「エイジレス80」

•  日本航空の国際線航空券・提携ホテル等予約サイト
•  日本公文教育研究会の生徒指導・教室運営システムの運用・基盤保守
•  企業社員の資産形成を支援する金融ポータルサービス
「Money Square」
•  独自に生成する道路交通情報を活用し、携帯電話で利用できる総合
ナビゲーションサービス「全力案内！」
•  日本経済新聞社電子版の上質なサービス提供と会員の利便性向上に
欠かせない「日経ID」のID認証／連携基盤の提供

•  サッポロビールの「こだわりの品質」を支える、携帯電話を活用した
フィールドスタッフ向けソリューション
•  エーザイの営業支援システム、電子データマネジメントシステム、
グローバルビジネスを支える情報共有基盤やネットワーク
•  約3,000の企業・組織が利用している特許情報サービス「NRIサイバー
パテントデスク」

• 中国・天津市第12次5ヵ年計画（環境・省エネ）策定支援
• ASEAN+3（日中韓）アジア債券市場育成イニシアティブ技術支援
• 桃園国際空港および周辺地域の将来発展計画策定
•  中国などでのスーパーやコンビニエンスストア向け情報システム構築
および運用受託
• シンガポールの東南アジア地域統括会社向け情報システム構築

 公共向けサービス

 サービス業向けサービス

 製造業向けサービス

 アジアにおけるサービス

出所）各社決算資料よりNRI作成
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　2010年４月より社長に就任しました嶋本です。どうぞ宜しくお願いいたします。

　NRIは現在、第三の創業の時代を迎えています。

　旧野村総合研究所と野村コンピュータシステムが設立された第一の創業期、「共
存の時代」。両社が合併し、コンサルティングとITソリューションの両サービス機能
を取得した第二の創業期、「共生の時代」。そして、これからは第三の創業として、コ
ンサルティングとITソリューションのシナジー効果を一層発揮して、新たに「共創の
時代」をつくっていく決意でおります。

　NRIの経営をおこなうにあたって、私は、「先進」「信頼」「品質」の三つを大切に
していきたいと考えています。常に「先進」であることをこころがけ、新しい社会のパ
ラダイムを洞察してその実現を担っていく。顧客の「信頼」を得て、顧客とともに栄え
る。そして、「品質」にこだわり、安心して利用できる商品やサービスを提供すること
により、社会、マーケット、顧客とともに発展していく企業を目指してまいります。

代表取締役社長（ＣＥＯ＆ＣＯＯ）
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社長就任までの略歴

1976年　  京都大学工学部を卒業し、野
村コンピュータシステム（株）
に入社。

  野村證券（株）の株式注文
のためのミドルソフトウエア
の開発に携わる。これが自
身のシステムエンジニアとし
ての成長につながる経験と
なった。

1988年  旧野村総合研究所と野村コン
ピュータシステムが合併。

  コンサルティング部門の社員
と一緒に仕事をする初めての
機会を得て、ナビゲーションと
ソリューションのシナジー効果
を実感。「共創」の理念の原体
験となった。

2001年  取締役 情報技術本部長 兼 
システム技術一部長に就任。
翌年、執行役員 情報技術本
部長を歴任。

2008年  代表取締役 兼 専務執行役員 
事業部門統括に就任。

  NRIの長期経営計画「NRIビジ
ョン2015」を策定。

2010年4月 代表取締役社長に就任。
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「第三の創業」において、コンサルティングとITソリューション
のシナジー効果のさらなる向上を目指しているのはなぜで
すか？

　NRIのコンサルティングとITソリューションはそれぞれが強い競争力を持ち、これ
までは積極的に連携しなくても十分成長することができました。しかし、社会のニー
ズや顧客の要望の変化などにより、コンサルティングとITソリューションの交わる
領域がより一層拡大しています。
　コンサルティング部門においては、従来から手掛けてきた戦略コンサルティング
とシステムコンサルティングの間を埋める業務コンサルティングへのニーズが高
まってきています。IT化が進んだ現代社会において、業務を改革しようと思えば必
ずシステムのテーマが浮上しますので、コンサルティングからITソリューションまで
手掛けるNRIの総合力がますます発揮できると考えています。
　一方、NRIのITソリューション部門が得意とする金融分野では、すでに高いシェア
を得ており、今後のさらなる成長には金融以外の新分野の開拓が必要です。このた
め、産業分野で多くのプロジェクトを手掛けるコンサルティング部門と連携して、IT
ソリューションで新たにコアとなる顧客を獲得していくことが重要です。
　こうした状況を踏まえ、従来より掲げていたNRIのスローガンである「ナビゲー
ション＆ソリューション」を「ナビゲーション×ソリューション」へと推し進め、二つの
機能の融合を改めて強調することにしました。

ナビゲーション×ソリューションの持つ強みを実感した原体験が
あれば、お聞かせください。

　1988年に旧NRIと野村コンピュータシステムが合併した翌年に、私はある企業
のSIS（戦略情報システム）構想策定プロジェクトに参加しました。私はシステムエン

トップインタビュー
Nomura Research Institute, Ltd.
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第三の創業

 1965年 野村総合研究所設立、
1966年 野村コンピュータシステム設立

野村総合研究所 と 野村コンピュータシステム

第一の創業：共存の時代

ナビゲーション × ソリューション
第三の創業（2010年～）：共創の時代

ナビゲーション ＋ ソリューション
第二の創業（1988年両社の合併）：共生の時代

ナビゲーションとソリューションの融合を
さらに進め、NRIの「第三の創業」を推進
していきます。
長期経営計画「NRIビジョン2015」で掲げ
た目標達成のための取り組みは着実に進
展しており、2011年3月期は、まず、成長
軌道の回復を果たすとともに、将来の飛
躍への基盤づくりを進めます。

嶋本 正
代表取締役社長（CEO & COO）



ジニア出身ですが、このとき初めてコンサルタントと一緒に仕事をすることになった
のです。コンサルタントという、システムエンジニアとはまったく文化の違う人々と
出会うことで、たくさんの刺激を受けることができました。
　それぞれの文化の違いから当初は衝突することもありました。システムエンジニ
アは顧客の経営上の課題の明確化という大きな視点が欠けていましたし、コンサル
タントは顧客への提案を実際のシステムでどうやって実現するのか、というところま
で意識できていなかったのです。
　しかし、互いに意見をぶつけ合い刺激し合ったことで、最終的にはお客様に最適
なシステム構想を練り上げることができました。優れた力を持つ者同士、互いを認
め力をぶつけ合うと、思いもよらない素晴らしい成果を出せる。このときの実感が
現在の私にとっての大きな原点となっています。

ナビゲーション×ソリューションを具現化する取り組みはどのよ
うに進めていらっしゃいますか？

　プライムアカウント戦略を推進しています。これは、産業分野の新規顧客開拓に
向けて、業界のコアとなる企業に対して担当役員を決め、中長期的視点でシステム
開発案件の獲得を目指すものです。日本全体の情報サービス売上高において、金
融業の割合は全体の２割程度に過ぎません＊1。裏を返せば、金融業以外の情報シ
ステム関連のマーケットは非常に大きく、NRIが成長していく余地はまだまだ大きい
ということです。NRIはコンサルティングで産業分野のプロジェクトを多く手掛けて
いますので、コンサルティングをひとつのきっかけに、その後のITソリューションの
提供までつなげていきます。
　すでにいくつかのITソリューションの新規案件獲得といった成功事例も出てお
り、今後活動をより活発化させていきます。

Annual Report 2010
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＊1 金融業向けの情報サービス売上高は全体の２割程度に過ぎない

情報サービス産業
契約先別売上高
（2008）

154,656億円

製造業 21.6%

金融業
19.7%

公務 8.4%

情報通信業（同業者を除く） 7.9%卸売・小売業 7.2%

サービス業 6.2%

資料）経済産業省・特定サービス産業実態調査

その他 28.9%
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プライムアカウント戦略

業界のコアとなる企業に対し、コンサルティング
とＩＴソリューションの提案を継続して実施。コン
サルティングをきっかけとしたシステム開発やア
ウトソーシングの受注を目指す。



長期経営計画「NRIビジョン2015」について、社長交代による
方針の変更はあるのでしょうか？

　「NRIビジョン2015」（＊2下図参照）は、私自身が事業部門統括の役員として策
定・推進に携わってきており、基本的な方針の変更はありません。
　「金融関連分野のサービス高度化」は、個別企業ごとにおこなう受託型システム
開発から、NRIが自主開発した共同利用型システムを複数の顧客に提供するビジ
ネスへと舵を切っていくことを意味しています。金融分野ではすでに「THE STAR」
などを提供しており、業界の標準となるシステムとして高いシェアを得ています。
　このような業界横断的・市場横断的なサービスの提供を志向するシステムソ
リューションのことをNRIでは新世代ビジネスプラットフォームと呼んでおり、その
拡充に向けた取り組みに今後も注力していきます。
　「産業関連分野の拡大」においては、前述したプライムアカウント戦略などにより
金融業以外の産業分野の顧客基盤を拡大し、ターゲットとする業界の業務知識や
ノウハウを蓄積していきます。そのうえで、将来的にはビジネスプラットフォームの
提供を目指します。
　「中国・アジア事業の強化・拡大」では中国・アジアに「第二のNRI」を築くことを目
標に、コンサルティングからITソリューションまでのサービスを一貫して提供できる
体制づくりを進めています。
　「生産革命・人財開発」においては、プロジェクト監理の強化などで、システム開
発や運用サービスの品質と生産性の向上を推進しています。また、2010年４月よ
り人材開発センターを新設するなど、次世代を担う中核人材の戦略的育成・開発の
ための仕組みづくりを進めています。

Nomura Research Institute, Ltd.
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＊2 NRIビジョン2015（2009年3月期～）

金融関連分野の
サービス高度化

中国・アジア事業の
強化・拡大

生産革命・人財開発

産業関連分野の拡大

•業界で圧倒的な存在感を持つメジャープレイヤーになる
•直接金融向け事業に次ぐ、第２、第３の収益の柱を作る

2015年の将来像
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THE STAR

NRIがサービス提供している、証券会社向け共
同利用型バックオフィスシステム。

（▶新セグメント担当役員メッセージ
ｐ.22～23参照）

「金融関連分野のサービス高度化」

「産業関連分野の拡大」

「中国・アジア事業の強化・拡大」

「生産革命・人財開発」



「新世代ビジネスプラットフォーム」について、ユーザー、NRI、
さらに社会全体が受けるメリットを教えてください。

　これまで日本企業は、一から自前で情報システムを作る傾向があり、投入する労
力やコストが膨大なものになるケースが散見されました。同じ業界の企業であれ
ば、事務処理などは類似の処理をしているケースが多くあります。NRIが提供する
業界標準のプラットフォームを共同で利用すれば、システム構築・運用費用を複数
の企業で分担することになり、顧客にとってはコストの削減につながります。また、
すでに稼働している信頼性の高いシステムを利用できる点など、顧客にとって多く
のメリットがあります。
　NRIにとっては、事業の計画的・安定的展開が可能になります。個別のシステム
開発案件を増やせば売上高は増えますが、それに比例して相応のリソースを投入し
なければなりません。また、システム開発は景気動向によって売上の変動幅が大き
くなる傾向があります。一方、共同利用型システムは業界標準になって多くの顧客
が利用すれば、安定的に高い収益がもたらされます。そして、この収益でさらにサー
ビスをグレードアップし、市場シェアを広げる好循環につながります。
　また社会全体で見ても、プラットフォームの利用で削減された企業のシステムコ
ストは、商品やサービスなどの付加価値の向上や価格の低減につながり、一般生
活者に還元される可能性が高いといえるでしょう。

アジア事業の強化・拡大についてはいかがでしょうか？

　セブン＆アイ・グループの中国・アジア展開への対応や、2008年から始めた三菱
商事（株）との提携＊3を中心に進めています。また、これまでに実績がある流通分野
だけでなく、グローバル展開している部品・機械などの製造業へのアプローチも強
化しています。
　また、中国事業の展開を加速すべく、現地法人のNRI北京で2009年より毎年
20名以上を採用し、中国・アジアビジネスに関わる重要な人材として育成してい
ます。

Annual Report 2010
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新世代ビジネスプラットフォーム
提供の進捗例

金融分野では新たに次のような共同利用型シス
テムを開発し、顧客の拡大に向けて営業活動を
進めている。

証券分野 I-STAR/GV
証券会社のグローバル展開をサポー
トするバックオフィスシステム

銀行分野 インターネットバンキング
証券分野におけるネットトレードのノ
ウハウを活かしたインターネットバン
キングシステム

その他
金融分野

Daybreak/PL
銀行、カード会社、信販会社などが指
定信用情報機関へ接続し、信用情報
を報告・照会する業務を支援するシ
ステム

＊3    2008年4月、中国でのIT事業を共同推進
するために提携。三菱商事の顧客基盤と
NRIのナビゲーション×ソリューションを活
かして、中国進出日系企業などからの受
注拡大を図っている。

新世代ビジネスプラットフォームの
メリット

＜ユーザー＞
・コストの削減
・すでに稼働している信頼性の高いシステムを
  利用できる

＜NRI＞
・事業の計画的・安定的展開が可能に
・業界標準のシステムになれば、安定的に高い
  収益が見込める

＜社会全体＞
・削減されたコストが一般社会・生活者に還元
  される
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2010年3月期の業績についてお聞かせください。

　顧客の情報システム投資に対する慎重な姿勢は変わらず、証券業向けのシステ
ム開発が落ち込むなか、事業拡大が期待できる保険業や銀行業向けに注力するな
どの施策をおこないました。さらに、事業基盤の強化を図るべく、サービス業や製造
業向けの新規案件に取り組みました。その結果、予想以上に厳しい事業環境が続
くなかで、売上高は前期並みの水準を維持することができました。
　コスト面では外部委託費の適正化を積極的に推進しました。一方で、産業分野に
おける新規プロジェクトの立ち上げにともなうコストの増加や、大型アウトソーシン
グサービス提供のためのソフトウエア投資による償却費の増加などの影響があり、
営業利益では減益となりました。

2009年3月期 2010年3月期 前期比
金額

（百万円）
金額

（百万円）
増減額
（百万円）

増減率
（%）

証券業 132,460 123,362 △9,098 △6.9
保険業 50,161 56,910 6,748 13.5
銀行業 25,672 30,139 4,466 17.4
その他金融業 28,621 24,348 △4,272 △14.9

金融サービス業 236,915 234,760 △2,155 △0.9
流通業 42,925 43,524 599 1.4
その他産業等 61,438 60,344 △1,094 △1.8
合計 341,279 338,629 △2,649 △0.8

2011年3月期の見通しはいかがでしょうか？

　ビジョン2015の策定時には平均して年7％の成長を目標に掲げましたが、リー
マンショックによる景気後退により、売上高の実績は、2009年3月期以降横ばいの
状況です。2010年に入り、一般的には景気の持ち直しの傾向が出ているといわれ
ますが、企業のIT投資の回復にはタイムラグがあり、2011年３月期の上半期に事
業環境の急速な改善はそれほど見込めないと考えています。一方、下期からは金
融サービス業を中心にIT投資回復を見込んでおり、通期では増収増益を予想して
います。
　このような見通しのなか、今期についてはまず、成長軌道の回復を最優先し、さ
らに人材育成や新規顧客開拓といった中長期的な仕込みを強化していきます。

Nomura Research Institute, Ltd.

12

業種別連結売上高

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

2011年３月期

成長軌道の回復を最優先し、人材育成や新規
顧客開拓といった中長期的な仕込みを強化
する。



NRIの情報セキュリティ対策について教えてください。

　NRIでは金融機関の個人顧客情報をはじめ機密情報を多く扱っており、情報セ
キュリティ対策には万全を尽くしています。オフィスやデータセンターの出入りなど
物理的なチェックはもちろん、ネットワークへのアクセス管理や取引先も含めた情
報管理を厳格におこなっています。
　また、社会的なインフラとなる重要なシステムを多く運用していることから、自然
災害やアクシデント発生時の事業継続計画を整備するなど、力を入れて対応して
います。

NRIが求める人材像やその育成のための戦略などについて、
お考えをお聞かせください。

　人材はNRIにとって、最も重要な財産です。NRIが成長を続けていくうえで、新
たにチャレンジしていく領域は大きく広がっており、人材の重要性はますます高
まっているといえます。
　人材育成については、新事業を創出できる人材の育成を目的として人材開発
センターを新設しました。今後はアジアをはじめグローバルに事業を展開していけ
る中核人材の育成にも注力していきます。

配当や事業投資など、利益の配分についてはどのように考えて
いますか？

　しっかり利益を出して株主の皆様へ還元していきたいと考えています。連結配当
性向は30％を目安にしていますが、安定的な配当を重視し、できるだけ１株当たり
配当金額を下げないようにしたいと考えています。
　事業投資面では、年間300億円程度をデータセンターの設備拡充や、共同利用
型サービスなどのプラットフォームづくりに投入して、中長期的な成長の仕込みを
継続的におこないます。

投資家へのメッセージをお願いします。

　私は自らの経営哲学として、「相互尊重（Mutual Respect）」を非常に重視して
います。優れた個々が互いの長所を認め合うことで、新たな次元の長所が創出され
るという考えで、コンサルティングとITソリューションによる共創の源となると考え
ているからです。
　社長となった現在、この精神をすべてのステークホルダーの皆様との関係に広
げていきたいと思っています。お客様、株主の皆様、ビジネスパートナー、従業員な
ど、NRIに関わる方々の異なる立場を尊重しつつ、「第三の創業」に向けて精一杯努
力してまいります。

Annual Report 2010
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３Ｄホログラフィックスキャナー

　

データセンターでの入退館時や搬入出時の物
品検査には、３Ｄホログラフィックスキャナーや
Ｘ線検査装置を活用している。

（▶特集1: NRIの競争力の源泉としての人材
ｐ.28～31参照）
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連結業績ハイライト
Nomura Research Institute, Ltd.
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（百万円）

2006.3通期 2007.3通期 2008.3通期 2009.3通期 2010.3通期

売上高 285,585 322,531 342,289 341,279 338,629
売上原価 213,706 234,578 238,537 240,854 245,641
販売費及び一般管理費 35,409 44,055 51,087 50,711 52,911
営業利益 36,469 43,897 52,664 49,713 40,077
経常利益 38,252 46,099 55,517 51,731 40,947
税金等調整前当期純利益 37,535 46,744 47,987 44,181 37,328
当期純利益 22,518 27,019 28,157 24,513 21,856

営業活動によるキャッシュ・フロー 48,875 39,583 31,806 46,180 58,060
投資活動によるキャッシュ・フロー 17,853 △18,578 △47,925 △70,994 △16,175
財務活動によるキャッシュ・フロー △54,828 44,040 △23,537 △22,414 △10,348

設備投資額 18,343 29,903 36,438 70,083 29,000
減価償却費 16,574 19,795 16,517 20,763 30,915
研究開発費 2,501 2,864 4,915 4,104 3,561

純資産（期末） 209,301 216,232 207,363 205,466 220,237
総資産（期末） 311,786 371,458 362,447 354,487 363,368
従業員数（期末） 5,013 5,303 5,711 6,118 6,263

1株当たりデータ（円）（注2）

　当期純利益（EPS） 103.94 132.95 138.52 125.54 112.32
　配当金 28 36 50 52 52
　純資産 1,030.55 1,060.84 1,038.68 1,051.65 1,125.63

株価情報（3月31日終値ベース）
　株価（注2）（円） 2,886 3,470 2,605 1,530 2,130
　時価総額（億円） 6,493 7,807 5,861 3,443 4,793

財務指標（%）
　ROE（注3） 10.2 12.7 13.3 11.9 10.3
　ROA（注4） 12.2 13.5 15.1 14.4 11.4
　売上高営業利益率 12.8 13.6 15.4 14.6 11.8
　売上高当期純利益率 7.9 8.4 8.2 7.2 6.5
　自己資本比率 67.1 58.1 57.0 57.7 60.3
　配当性向 26.2 27.1 35.7 41.3 46.3

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しています。
2. 1株当たりデータ、株価は、株式分割の影響を過年度分について遡及して算出しています。

（注） 3. ROE=
当期純利益

（期首純資産 ＋ 期末純資産）÷2

（注） 4. ROA=

× 100

× 100
経常利益

（期首総資産 ＋ 期末総資産）÷2
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（注） 記載金額は、億円未満を切捨てて表示しています。

売上高 （億円） 営業利益・営業利益率 （億円／%） 当期純利益 （億円）
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コンサルティングサービス
２０１０年３月期の事業環境と業績

景気の低迷を受け企業のコンサルティングニーズが大幅に減少
コンサルティングサービスは景気の低迷による企業のコスト削減を受け、経営コンサルティングおよびシステムコンサルティングと
もに案件が大幅に減少しました。売上高は288億円と前期に比べ12.1％減少し、営業損益は0.6億円の損失となりました。営業利
益率は12.6％から△0.2％へと12.8ポイント悪化しました。

ITソリューションサービス
２０１０年３月期の事業環境と業績

顧客の厳しいITコスト削減は期を通じて継続
企業の情報システム投資に対する慎重な姿勢は変わらず、証券業向けや、資産運用会社などのその他金融業向けの売上高が落
ち込みました。そうしたなかで、NRIは事業拡大が見込める保険業や銀行業向けに注力しました。品目別に見ると、開発・製品販売
は証券業向けで減収となったものの、運用サービスは証券業の主要顧客向けに大型アウトソーシングを開始したほか、共同利用
型サービスにおける新規顧客の獲得などにより増収となりました。この結果、ITソリューションサービスの売上高は3,097億円と
前期に比べ0.4％増加しました。一方、コスト面では外部委託費が減少したものの、ソフトウエア投資にともなう減価償却費や新
規プロジェクトの立ち上げにともなうコスト増などにより、営業利益は401億円と前期に比べ11.9％減少しました。営業利益率は
14.8％から13.0％へと1.8ポイント悪化しました。

セグメント別業績概況
Nomura Research Institute, Ltd.
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2009年3月期 2010年3月期 前期比

金額（百万円） 構成比（％） 金額(百万円） 構成比（％） 金額(百万円） 増減率（％）

売上高 32,866 9.6 28,883 8.5 △3,982 △12.1
営業利益 4,126 ̶ △65 ̶ △4,192 ̶
営業利益率 12.6% ̶ △0.2% ̶ △12.8P ̶
（注）構成比は、連結売上高に対する割合を表示しています。

2009年3月期 2010年3月期 前期比

金額（百万円） 構成比（％） 金額(百万円） 構成比（％） 金額(百万円） 増減率（％）

開発・製品販売 144,249 42.3 126,821 37.5 △17,428 △12.1
運用サービス 148,985 43.7 167,010 49.3 18,024 12.1
商品販売 15,178 4.4 15,914 4.7 736 4.9
売上高 308,413 90.4 309,746 91.5 1,332 0.4
営業利益 45,587 ̶ 40,143 ̶ △5,444 △11.9
営業利益率 14.8% ̶ 13.0% ̶ △1.8P ̶
（注）構成比は、連結売上高に対する割合を表示しています。
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2010年４月１日以後開始する会計年度から、マネ
ジメント・アプローチに基づくセグメント情報の開
示が求められています。NRIでは、「コンサルティン
グ」「金融ITソリューション」「産業ITソリューション」
「IT基盤サービス」の４つのセグメントによりセグ
メント情報を開示します。

マネジメント・アプローチに基づく新セグメントについて
Nomura Research Institute, Ltd.
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社会や産業、企業の今をとらえて、
その先へと導く

コンサルティング

業界に不可欠な
システム・サービスを提供する

金融ITソリューション

業界の枠や既存の仕組みを超え、
変革と成長を支える

産業ITソリューション

安全性・信頼性と先端技術を追求し、
社会の基盤を支える

IT基盤サービス

NRIのコンサルティングサービスは日本における先駆
者として、社会や産業、企業の発展に貢献しています。
経営・事業戦略および組織改革などの立案や実行を
支援する経営コンサルティングのほか、ITマネジメント
全般にわたるシステムコンサルティングを提供してい
ます。

証券業や保険業、銀行業などの金融サービス業顧客
向けに、主にITソリューションサービスを提供してい
ます。各顧客に対してシステム開発やアウトソーシング
サービスを提供するほか、NRIが培ったノウハウや業
務知識を活かした共同利用型サービスを多く提供して
います。

流通業、製造業およびサービス業など、さまざまな産
業の顧客向けに、システム開発、アウトソーシングサー
ビスおよび共同利用型サービスなどのITソリューション
サービスを主に展開しています。また、情報セキュリティ
サービスなどを幅広い業種に対して提供しています。

主に、金融および産業ＩＴソリューションセグメントに対
し、データセンターの運営管理やIT基盤・ネットワー
ク構築などのサービスを提供しています。また、ITソ
リューションサービスにかかる先端的な情報技術等に
関する研究をおこなっています。

コンサルティング
•マネジメントコンサルティング
•システムコンサルティング

•システム運用ソリューション
•先端技術ソリューション

•証券ITソリューション
•資産運用ITソリューション
•銀行ITソリューション
•保険ITソリューション

•流通ITソリューション
•産業ITソリューション
•ヘルスケアITソリューション
•基盤ITソリューション

IT基盤サービス

金融ITソリューション 産業ITソリューション
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p.20

p.22

p.24

p.26

インタビューページ担当役員

谷川 史郎
取締役常務執行役員　　

沢田 ミツル
取締役専務執行役員　

石橋 慶一
取締役専務執行役員　

末永 守
専務執行役員　

IT基盤サービス　（17.1%）

その他　（3.0%）

産業ITソリューション　（23.7%）

コンサルティング　（4.4%）

金融ITソリューション　（51.7％）

692億円

3,386億円
958億円

2,091億円

120億円 92億円（2.7%）

179億円

179億円（5.3％）

2,090億円
（61.7%）

909億円
（26.9%）

113億円（3.4%）

連結売上高
2010年3月期

＊（　）内はセグメント合計に対する構成比を示す
セグメント別売上高
（内部取引を含む）

連結売上高の内訳
（内部取引を除く）



NRIは、アジア発のワールドクラスなコンサル
ティングファームとして独自のポジションを築
くことを目標にしています。中国をはじめとす
るアジアでは、当セグメントがビジネスの展開
で全社を先行しています。また、「NRIビジョ
ン2015」の大きなテーマである産業分野の顧
客拡大においても、プライムアカウント戦略を
推進することによって貢献していきます。

NRIのコンサルティングセグメントの特徴・強み

戦略・業務・システムの改革を
一体的にサポート
　戦略・業務・システムの3分野で約800名のコンサルタント
を擁する日本最大規模のコンサルティングファーム。政策提
言や戦略コンサルティングをはじめ、業務改革やシステム構
築に向けた業務・システムコンサルティングまで幅広い分野
でサービスを提供している。また、中国をはじめとするアジア
地域で政府や民間企業へのコンサルティング案件を獲得す
るなど、アジア市場にも実績を持つ。

戦略コンサルティング
幅広い領域＊（テーマ×インダストリー）と専門性の深さで顧客をサ
ポートできるコンサルティング体制。東証一部上場企業のクライア
ントを数多く持つほか、アジア各国政府などからも案件を受注して
いる。

業務コンサルティング
顧客企業の業務を深く理解し、システム構築までを見据えた業務改
革などで顧客の競争力向上を支援している。

システムコンサルティング
ベンダーフリーの立場より、金融、製造、流通、サービスなど幅広い
業種の企業や行政機関を対象に、ITマネジメント全般にわたる総合
的・実践的サービスを提供。幅広い知見と独自の方法論・ノウハウに
強みを持っている。

未来予測・政策提言
シンクタンク機能を持つ部門として、経済・社会・産業などの将来像
を独自に研究。NRIの事業に活かすだけでなく、出版やシンポジウ
ム、政策提言などで、積極的に情報を発信している。

谷川 史郎
取締役常務執行役員　　

コンサルティング

NRIのコンサルティング事業の特徴・強みは
何でしょうか？

　大きな特徴として、ひとつの会社のなかにコンサルティング
とITサービスが両立していることがあります。「ナビゲーション
×ソリューション」に示されるように、ITソリューションと密接に
関連するシステムコンサルティングや業務コンサルティングな
どでシナジー効果を発揮しています。
　NRIでは現地・現物主義と呼んでいますが、裏づけのある
ファクトをもとにした実効性の高いコンサルティングを実施し
ています。顧客の業務を深く理解したうえで競争力があり、差
別性の高いソリューションを提案しています。
　また、NRIの擁するコンサルタントの規模は約800名と日本
国内では最大規模の陣容となっており、東証一部上場企業を
はじめとする多くの顧客基盤があります。さらに、中国などの
各国政府をはじめとして、アジア地域でのコンサルティング
案件を手掛けるなど多くの実績があります。

「NRIビジョン2015」の実現に向けたコンサ
ルティングセグメントの役割を教えてください。

　産業分野の顧客拡大に向けて、プライムアカウント戦略を推
進しています（▶トップインタビューp.9参照）。
　現在では、ＩＴソリューション抜きでは経営戦略を実現できま
せん。NRIが長期にわたって関係を築いていきたい、業界のコ
アとなるような企業に対し、経営戦略や業務改革などのコン
サルティングとITソリューションの提案を合わせて実施してい

新セグメント担当役員 メッセージ
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中国などの
各国政府をはじめとして、アジア地域でのコンサルティング
案件を手掛けるなど多くの実績があります



きます。経営コンサルティングにとどまらず、戦略実現を支える
システム開発やアウトソーシングの提供を目指していきます。

アジア事業についての見通しをお聞かせくだ
さい。
　
　中長期の目標として、アジア発のワールドクラスなコンサル
ティングファームとして独自のポジションを築くことを掲げて
います。コンサルティングは、現在でも海外事業の比率がNRI
のなかでは高い水準にありますが、「NRIビジョン2015」の目
標である中国・アジア事業の拡大に向けて、今後とも全社を
牽引していくつもりです。
　注目している分野としては、クロスボーダー（国境を超える
ビジネス）、クロスインダストリー（複数産業にまたがる領域）、
そしてクロスセクター（官民の境界領域）な領域です。例えば、
インフラ関連ビジネスは有望であると考えています。水処理、
都市開発、電力、交通などは、情報システムや環境対応などが
からむ複合産業になっており、交通渋滞や公害への対応とい
った日本の経験も活かせます。NRIは中国などでインフラ関
連のプロジェクトをすでに実現しており、アジア各国でこうし
たビジネスを広げていきたいと考えています。

公共分野でのビジネスチャンスとして、どのよう
なテーマがありますか？

　日本での政権交代を契機として、公共分野におけるNRIの

ビジネスチャンスには今後期待が持てると思います。
　欧米ではシンクタンクやコンサルティング会社が政策立案
をサポートし、官公庁が実行する形態が定着しています。アメ
リカなどでは政権が代われば行政のトップも入れ替えられ、
民間から各分野に精通した人材が政策担当者として迎えられ
るなど、シンクタンクの役割は大きいといえます。
　日本でも政権交代が常態化すれば、シンクタンクの役割が
増大していくはずです。NRIは金融や産業政策などに知見が
ありますので、これらの分野に今後注力していきたいと考えて
います。

投資家の方々へのアピールがあればお聞かせ
ください。

　「ナビゲーション×ソリューション」を改めて目標としていま
すが、これはコンサルティングとITソリューションの融合にとど
まらず、最終的にはお客様の競争力を高めるためのトータル
なサービスを提供する、まったく新しい業態の創出を目指す
ものです。そのポテンシャルをNRIは十分持っていると考えて
います。
　お客様と一体となって競争力の向上を実現し、その結果を
お客様に評価していただく―これこそがNRIのコンサルタン
トにとって、この上ない喜びであり、業務を遂行するための原
動力といえます。
　今後も、顧客の視点でITソリューションと一層の連携を図り
つつ、NRIの総力を挙げてお客様のサポートをおこなっていき
たいと考えています。
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＊コンサルティングの領域とテーマ

行
政

事業戦略策定・事業再編・新事業開発・M&A・アライアンス戦略
組織改革・人事制度診断／設計・ナレッジマネジメント
中期経営計画策定・経営管理・パブリックマネジメント
IR／財務戦略・管理会計改革
CRM・マーケティング戦略・ブランド戦略
SCM・物流・流通革新
業務革新・BPR・システム開発支援（PMO）
民営化・PFI・パブリックマネジメント
グローバル戦略策定・海外事業展開支援
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クロスボーダー（国境を超える

アジア発のワールドクラスなコンサル
ティングファームとして独自のポジションを築く

ビジネス）、クロスインダストリー（複数産業にまたがる領域）、

お客様の競争力を高めるためのトータル

そしてクロスセクター（官民の境界領域）な領域です

なサービスを提供する、まったく新しい業態の創出を目指す

インフラ関連ビジネスは有望



NRIの得意分野である金融ITソリューションを
さらに強くし、拡大することにより、NRIの持続
的な成長に貢献したいと考えています。
大きな強みを持つ証券・資産運用分野では、ア
ジアを視野に入れた展開を目指します。また、
証券業や資産運用などの既得意分野に加え、
銀行業や保険業などへの営業活動を強め、さ
まざまな金融サービスをワンストップで提供で
きるITインフラの実現を目指していきます。

NRIの金融ITソリューションセグメントの特徴・強み

日本の金融サービス業界の
スタンダードとなるシステムを提供
　①証券業、②保険業、③銀行業、④その他金融業（資産運
用、消費者金融等）――の4分野で、システム開発や運用ア
ウトソース、共同利用型システムなどのITソリューションを
提供。

証券分野・資産運用分野
野村ホールディングス（株）をはじめとする幅広い顧客基盤を持ち、
先進的な情報システム・サービスを提供してきた。その経験を活か
し、独自開発の共同利用型システムを国内外の証券会社や資産運
用会社、信託銀行などに提供して業界標準になっている。

保険分野
（株）かんぽ生命保険向けなどの大型案件を数多く担当。損害保
険では、損害調査関連やダイレクト系損保向けシステムに強みを持
つ。また、損保業界向けに自賠責保険共同システム「e-JIBAI」を提
供している。

銀行分野
銀行が事業を拡大している証券・資産運用関連ビジネスにおいて
も、NRIはすでに高い評価を得ている。また、2011年度より金融機
関向けの共同利用型インターネットバンキングサービスの提供開始
を計画するなど、今後さらに注力していく。

R&D
金融先進国である欧米の動向をいち早く調査・分析して、事業化を
検討する専門部署を設置。顧客へのより良いシステムサービス提供
に役立てていく。

石橋 慶一
取締役専務執行役員　

金融ITソリューション

NRIの金融ITソリューションの特徴・強みは
何でしょうか？

　証券分野では、野村ホールディングス（株）に対し、日本最
先端のシステムを提供してきました。その経験をもとに、独自
に共同利用型システム（右表参照）を開発して多数の証券会
社に提供し、高いシェアを得ています。このように、業界のコア
となる企業のシステムを開発したノウハウをもとに共同利用
型システムへ展開して、業界標準となるシステムサービスを
提供する、というビジネスモデルがNRIの強みであり、資産運
用分野でも同様の強みを発揮しています。
　保険分野は、長期的には少子化などから厳しい事業環境
になると予想されますが、直近では（株）かんぽ生命保険関連
や、制度改正への対応、業界再編による合併関連案件などで
事業は拡大しており、今後も成長が見込まれます。
　銀行分野は、中長期的には事業を拡大していきたい領域で
すが、後発参入のNRIにとって既存ベンダーの壁をどう乗り
越えるかがポイントになります。
　資産運用分野は、株式投資という観点では日本株が“アジ
アの一部”に過ぎなくなってきていることから、ニーズの高い
アジア株・BRICs株などを含めた資産運用をどうシステムサ
ポートするかが課題といえます。

証券・資産運用分野の展望を教えてください。

　リーマンショック後、金融サービス業界のシステム投資は大
きく減少しました。今期の前半にはまだ影響が残りそうです

Nomura Research Institute, Ltd.
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業界のコア
となる企業のシステムを開発したノウハウをもとに共同利用
型システムへ展開して、業界標準となるシステムサービスを
提供する、というビジネスモデルがNRIの強み



が、下期以降の持ち直しが期待されます。
　証券分野では、2009年3月にNRIは、野村證券（株）の国
内リテール業務向けシステム資産を買い取り、アウトソーシ
ングサービスを提供する形態としました＊1。同社のシステム
パートナーとして高度なサービスを安定的に提供し、関係を一
層強固なものとしていきます。
　また、市場で大きなシェアを獲得している「THE STAR」など
共同利用型システムのさらなる拡大については、ホールセー
ル向けと、ミドル（管理業務）・フロント（売買・顧客対応）系シ
ステムへの展開に成長の余地があると考えています。フロン
ト系への展開については、自動売買システムへのニーズが広
がっていくと予想しています。
　さらに、ここ数年の投資でバージョンアップした新
「T-STAR」や新「BESTWAY」で確実に収益に貢献してい
きたいと考えています。投資信託や年金運用などの資産運
用分野では、まだ相対的にシェアの低い年金運用について、
投資信託と年金運用をひとつのプラットフォームで扱える新
「T-STAR」でシェアを拡大していける見込みです。

保険・銀行分野の展望をお話しください。

　保険業では、損保分野での業界再編にともなうシステム統
合がこれから本格化するなど、NRIの事業機会は今後も大き
いと見ています。
　中長期的な事業拡大に取り組んでいる銀行分野は、い
きなり基幹業務系を狙うのではなく、まず証券業務関連
や、すでに実績があり、強みでもあるネットバンキング関
連を突破口にすべく、力を入れています。2010年３月に発
表した共同利用型インターネットバンキングシステム＊2の
ユーザー獲得に向けて地方銀行への営業も強化していき
ます。

グローバル展開はどのように進めますか？

　香港やシンガポールにアジア拠点を移した欧米投資会社へ
どうサービスを提供できるかが大きな課題であると考えてい
ます。また、中国市場についてはコスト競争力の観点からも現
地化を進めることが不可欠であり、現地での人材採用や育成
などの取り組みを進めていきます。

「NRIビジョン2015」での当部門の役割と進
捗状況についてご説明ください。

　NRIはすでに「STAR」シリーズをはじめ、業界標準として機
能している情報システムを多数保有していますが、今後も「業
界の標準となるシステム」をご提供するという観点で事業を
展開していきます。例えば、金融所得課税の一体化、日本版
ISA（少額投資優遇措置）、手形電子化などの動きに対して、
業界標準となるシステムを提供し社会に貢献していきたいと
考えています。「NRIビジョン2015」の柱のひとつである新世
代ビジネスプラットフォーム拡充を牽引していきます。
　さらに、欧米の先進金融技術を研究して顧客への付加価値
の高いシステムサービスの提供を図るため金融市場研究セン
ターを新設しました。金融機関向けR&Dを積極的に進め、情
報収集・発信活動を強化することで、NRIのプレゼンスをさら
に向上していきたいと考えています。
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NRIの高収益を支える共同利用型システム＊

STAR-Ⅳ リテール証券会社向け総合バックオフィスシステム

I-STAR ホールセール証券会社向け総合バックオフィスシステム

T-STAR 投資信託運用会社向け信託財産管理システム

BESTWAY 投資信託窓口販売口座管理システム

事
業
の
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＊ 個別のシステム開発で培ったノウハウを活かして、複数のお客様に情報サービスをご利用
いただくためにNRIが自社の資産として開発したシステム。

＊1  NRIのメリットとして、①安定的な売上が見込める、②長期的
な視点での人的リソース配分、③システム効率化の施策の
スピードアップなどがある。

＊2  2011年度からサービス開始予定。振込・振替、定期預金、外
貨預金、投資信託、国債、ローンなどに対応したフルバンキン
グ機能を搭載し、PCや携帯電話から利用可能。

金融機関向けR&Dを積極的に進め、情

「業

実績があり、強みでもあるネットバンキング関

ホールセー

報収集・発信活動を強化する

界の標準となるシステム」をご提供

連を突破口に

ル向けと、ミドル（管理業務）・フロント（売買・顧客対応）系シ
ステムへの展開に成長の余地があると考えています



今後の注力分野

産業ITソリューションは、「NRIビジョン2015」
のなかで顧客拡大の重点分野のひとつとして
位置付けられています。
既存顧客との関係をより深め、顧客満足度を
一層高めるとともに、プライムアカウント戦略
の推進やグローバル展開などによって新規顧
客の拡大を進め、NRIの事業ポートフォリオに
おける産業分野の比率を高めていきます。

NRIの産業ITソリューションセグメントの特徴・強み

流通を起点に、高付加価値の
システムを提供
　流通・小売業のＩＴパートナーとして業務システムの企画・
構築・運用を長年にわたって手掛けた実績を持ち、サプライ
チェーンマネジメント（ＳＣＭ）構築や顧客管理などのノウハ
ウを活かした情報システムにも強みを持っている。
　また、電子商取引をサポートする業界横断の共同利用型
システムも広範に提供している。

沢田 ミツル
取締役専務執行役員　

産業ITソリューション

NRIの産業ITソリューションの特徴・強みは
何でしょうか？

　1970年代に（株）セブン‐イレブン・ジャパンの情報システ
ム開発をおこなって以来、流通・小売分野へのITソリューショ
ンの提供に強みを持ち、関連の深い分野である卸やアパレル・
食品などの消費財メーカーへと顧客を拡大してきました。
　NRIの特徴として、品質を非常に重視する点があげられま
す。NRIが担うシステムは顧客の業務に直結するミッション・ク
リティカルなものが多く、高い品質と信頼性が必要とされます。
例えば小売業であれば、全国からの膨大な注文を処理する受
発注システムを365日支障なく運用することが求められます。
　また、品質や技術力の高さに加えて、コンサルティング力を
活かして業務内容の改善に踏み込んだシステムを提供できる
総合力もNRIならではの強みです。例えば、サプライチェーン
マネジメント＊1構築では、顧客の業務に深く入り込んだ実行
支援をおこなっています。

産業ITソリューションセグメントの目指す将来
像はどのようなものでしょうか？

　産業分野の顧客拡大は、「NRIビジョン2015」の重要テー
マのひとつです。NRIの中長期的な成長にとって、すでに高い
シェアを獲得している金融分野だけではなく、産業分野の顧
客拡大は不可欠です。産業分野を拡大することで、金融分野
への売上高依存を緩和し、NRI全体の事業バランスを保つこ
とにもつながります。

Nomura Research Institute, Ltd.
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消費財製造業
流通とも関連性のあるアパレルや食品分野などのシステム開発や
アウトソーシングなどを受託しており、今後もさらなる拡大を目指
す。

ヘルスケア
従来の製薬業および医薬品流通向けのシステム開発だけでなく、
医療・介護支援、健康保険などの業界向けソリューションの企画を
推進する。

公益・通信業
証券業で培った顧客口座管理、決済等のノウハウを活かし、膨
大な数の顧客へサービスをおこなう公益や通信業へのソリュー
ションを広げていく。

アジアでの展開
国内既存顧客の中国事業展開のサポートや、日系製造業企業の
アジア拠点への統合業務パッケージのＡＳＰに今後もより一層注
力する。また、アライアンスも含めた幅広い取り組みを進めていく。

流通・小売分野へのITソリューショ
ンの提供に強み

コンサルティング力を
活かして業務内容の改善に踏み込んだシステムを提供できる

NRIの特徴として、品質を非常に重視する点があげられま

総合力も

す



　将来的には金融分野と同様、業界の標準となる共同利用型
システムの提供を担い、売上高の拡大に貢献していきたいと
考えています。

新規顧客獲得の戦略を、分野別に教えてくだ
さい。

　まずは既存顧客との関係をさらに深め、品質や技術力など
でより一層高い評価をいただくことが、新たな顧客を呼び起
こすことにつながると考えています。
　さらに、新規顧客についてはプライムアカウント戦略を推
進します（▶トップインタビューｐ.9参照）。産業分野で多くのプロ
ジェクトを手掛けるNRIのコンサルティング部門と連携し
て、ITソリューションで新たにコアとなる顧客を獲得していく
のが狙いです。
　また、今後注力していく分野として、流通業と関連が深く、
すでに受託実績のあるアパレルや食品分野など消費財製造
業でさらなる事業拡大を目指します。また、部品や機械製造な
どのB to B企業へのアプローチを強化します。同分野では現
在、海外の拠点で生産した製品を海外の市場へと直接輸出す
るビジネスが拡大しています。このため、グローバルな需給調
整に必要なシステムが求められており、経営戦略やサプライ
チェーンマネジメント構築に実績のあるNRIの強みが発揮で
きると考えています。統合業務パッケージについても、共同利
用型システムサービスですでに日系メーカー90サイト以上に
提供しており、さらなる拡大を目指します。
　ヘルスケア分野では、これまでは製薬業や医薬品流通向け
の個別システム開発を中心におこなってきました。今後は個
別企業のシステム開発に加えて、医療・介護支援や健康保険
などの業界全体に対するソリューションの企画を推進してい
きます。
　公益・情報通信分野には、金融分野でのシステム開発の経
験を活かせるビジネスチャンスがあります。電力や通信会社、
ネット企業などでは、膨大なデータベースで顧客に対する料
金徴収や付加サービスなどを管理していますが、これは証券
業で培った顧客口座管理や決済のノウハウが大きく活きる分
野です。

産業分野で注目している技術テーマを教えて
ください。

　複数の企業の情報サービスをひとつのIDで利用できるよう

にするオープンID＊2の技術に注目しています。NRIは官公庁
の実証実験を受託するなど実績を積んでおり、新規事業分野
として期待しています。
　また、NRIグループでは、情報セキュリティが今ほど重視さ
れていなかった1990年代半ばからその重要性に着目し、情
報セキュリティサービスをいち早く提供してきました。こうして
培った高度な情報セキュリティ技術やノウハウも、今後さらに
業界横断的かつグローバルに展開していきます。
　このほか、BPM・ＢＩ＊3パッケージも利用して、経営資源の全
体最適化やグローバルな統合へのニーズに応えるシステムソ
リューションの提供も推進します。多くの事業部門を持つ日本
企業にとって、これは切実なテーマとなっており、NRIのビジネ
スにとって期待の持てる分野であると考えています。

最後に今後の抱負などをお聞かせください。

　中長期的にはNRIの強みである共同利用型システムを産業
分野でも展開していきたいと考えています。顧客企業にとって
は、共同利用型システムを使うことで直接の差別化に結びつ
かない事務処理部分のコスト削減等を進め、よりコアな業務
に経営資源を振り分けることができます。ITソリューションの
提供によって日本企業の競争力の向上にNRIが貢献していき
たい、と私は強く思っています。
　そのためにも、プライムアカウント戦略を推進することで、ま
ずは産業分野のコアとなる顧客を拡大し、産業分野における
プレゼンスを獲得していきます。
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＊1  企業内外にわたって、調達から生産、販売、物流に関するモノ
と情報の流れをひとつの「チェーン=連鎖」と捉えて、全体を最
適に管理するマネジメント手法。

＊2  共通のユーザーIDを複数のWebサービスで使えるようにす
るオープン規格のID認証技術。オープンID対応のWebサイ
トで一度IDを取得すれば、ほかの対応サイトに同じIDでログ
インできる。ユーザーにとってはIDや属性データの管理が安
全かつ容易になり、インターネット事業者にとっては、ほかのサ
イトで登録されたユーザーも獲得できるメリットがある。

＊3  ビジネスプロセス管理（Business Process Management, BPM）：
ビジネスプロセスに「計画」「実行」「評価」「改善」などのマ
ネジメントサイクルを適応し、継続的な改善をおこなって業
務フロー全体を最適化しようという業務改善コンセプトの
こと。
 ビジネスインテリジェンス（Business Intelligence, BI）：

  業務システムなどから蓄積される膨大なデータを蓄積・分析・
加工して、企業の意思決定に活用しようとする手法。

共同利用型システムを産業

高度な情報セキュリティ技術やノウハウ

プライムアカウント戦略を推

分野でも展開していきたいと考えています

進します 産業分野で多くのプロ

ITソリューションの

ジェクトを手掛けるNRIのコンサルティング部門と連携し

経営戦略やサプライ 提供によって日本企業の競争力の向上にNRIが貢献していき

て、ITソリューションで新たにコアとなる顧客を獲得していく

チェーンマネジメント構築に実績のあるNRIの強みが発揮で たい

のが狙いです

きる



IT基盤サービスセグメントは、先端的な情報
技術とシステム運用において、金融・産業の両
システム事業をサポートする役割を担うととも
に、NRIの競争力を高めるためのR&Dを強化
しています。
クラウドコンピューティングをはじめとした最
新テーマへの取り組みに加え、顧客が本当の
意味で必要としている情報技術のR&Dを推進
しています。

NRIのIT基盤サービスセグメントの特徴・強み

高品質のシステム構築・運用を
技術・設備面でサポート
　NRIの提供する情報システム・サービスをより高品質・高
付加価値にするためのインフラサポート部門として重要な役
割を果たしている。
　情報システムの品質を左右するシステム基盤技術・生産
技術の研究開発で、NRIのシステム事業を支援している。ま
た、堅牢な情報セキュリティと、災害時の事業継続性の高さ
を誇るデータセンターでのシステム運用を担っている。

IT基盤技術・生産技術
システム全体の品質を左右するIT基盤技術に早くから着目し、シス
テム開発手法や開発プラットフォーム、開発ツールを蓄積している。

R&D
IT分野における中長期の技術予測と研究開発を継続的におこな
い、ユーザーのニーズに合致し、かつ安心して使える先端的な技術
を提供している。

システムマネジメント
ハイスペックなデータセンターに加え、経験豊かな人材や運用技術
などを蓄積して、システムの安定運用と効率化を実現している。

末永 守
専務執行役員　

IT基盤サービス

NRIにおけるIT基盤サービスセグメントの
役割をご説明ください。

　IT基盤サービスセグメントは、高いITスキルを持った人材を
擁し、情報技術や生産技術の研究・実践で、金融・産業の両シ
ステム事業を支援しています。また、構築したシステムを高度
なセキュリティと災害時の事業継続性の高さを誇るデータセ
ンターで運用する機能を担っています。
　システムの円滑な運用やシステムトラブルを防止するため
には、システム開発の設計段階までさかのぼる必要があるな
ど、計画的な取り組みが必要となります。IT基盤サービスセグ
メントではシステムトラブルの防止やシステム開発の手戻り
の低減など、「NRIビジョン2015」で掲げられている「生産革
命」を推進していきます。

システム基盤技術に関するNRIの特徴・強み
を教えてください。

　システム開発を効率化するための標準化手順や開発プラッ
トフォーム、開発ツールの蓄積があり、高品質なシステムの効
率的な構築に貢献しています。
　また、ITロードマップ＊1を作成し、それを活用しながらR&D
をおこなっているため、新技術の有望性や実用化すべき時期
を的確に判断して、実際のシステムに組み込めるのも強み
です。
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高品質なシステムの効

情報技術や生産技術の研究・実践で、金融・産業の両シ

率的な構築に貢献しています

ステム事業を支援しています

新技術の有望性や実用化すべき時期
を的確に判断して、実際のシステムに組み込める



システムマネジメント（システム運用）について
の特徴・強みを教えてください。

　システムマネジメントについては、「システムは作ってからが
大事」という運用重視のカルチャーがNRIには根付いており、
早くからアウトソーシングをビジネスモデルに組み入れてき
た歴史があります。
　「千手」など独自の運用管理ソフトの開発や、データセン
ターに国際規格ISO20000の認証をいち早く取得したのも
運用重視の表れです。証券会社のシステムをはじめ、「社会イ
ンフラとなる重要なシステム」を多く担っていることを常に意
識して、信頼性の高いシステムの運用に努めています。
　設備面では、東京都多摩市に2012年度の竣工を目指して
新データセンターを建設する予定です＊２。環境に配慮したエ
ネルギー効率の高い技術を採用し、最先端のセキュリティを備
えるなど先進的な施設づくりをおこなう計画です。新データセ
ンターは、拡大するアウトソーシング事業の拠点となるほか、
クラウドサービス＊3の中核拠点として活用する予定です。

今後の重点施策や展望について教えてくだ
さい。

　IT基盤サービスセグメントは、システム事業部門のサポート
役にとどまらず、事業拡大のための競争力を担う部門へと、
その役割が拡大しています。
　R&Dについては、従来は主要顧客の技術的要望に応える
側面が強かったのですが、今後はNRIがより主体的に、重点
テーマを戦略的に選定し経営資源を集中的に投下していきま
す。重点テーマは、①クラウドコンピューティング、②ITモダナ
イゼーション（IT基盤の最適化、近代化）、③高速・大規模・分
散データベース――の3つです。クラウドコンピューティング
は小手先の対応ではなく、しっかりしたシステム基盤やミドル
ウエアをきっちり作って取り組んでいきます。ITモダナイゼー
ションは、企業の老朽化した分散システムを、効率的に再構築
する方策を開発するものです。多くの企業でシステムインフラ
の老朽化対策は緊急課題となっています。また、システムの再
構築にあたりクラウド化を求める企業のニーズがあるので、大
きな相乗効果があります。高速・大規模・分散データベースで
は、クラウド化も見据え、増大する情報の管理と高度活用のニ
ーズに応えることを目指しています。

投資家の方々にアピールしたい点があれば、
お願いします。

　IT基盤サービスセグメントは、システムエンジニアとしての
キャリアパスをいち早く確立し、人材育成に注力しています。
また、R＆Dにおいては重点テーマに経営資源を集中投下する
ことで、事業の強化に役立つ技術を獲得していきます。
　こうした優秀な人材と先端的な技術の獲得をもとにNRI
は、顧客のニーズを実現するために最適な先端技術を取り入
れ、本当の意味でユーザーの皆様に喜んでいただけるシステ
ムを提供したいと考えています。

＊2 新データセンターの完成イメージ
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環境性 自然エネルギーの有効利用と高効率な設備の採用
安全性 免震・制震構造の採用、最先端セキュリティ設備の導入等
信頼性 多重化された大容量電源・空調システムの導入

設備の特長

事
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＊1  NRIでは、2001年から
継続的にITロードマッ
プを作成し、単行本と
して出版している。

＊3  ハードウエアやソフトウエア、あるいはさまざまな情報システ
ムの基盤をインターネットを介して利用できるようにするサー
ビス。

主体的に、重点
テーマを戦略的に選定し経営資源を集中的に投下していきま
す。重点テーマは、①クラウドコンピューティング、②ITモダナ

運用重視のカルチャーがNRIには根付いており、

本当の意味でユーザーの皆様に喜んでいただけるシステ

イゼーション（IT基盤の最適化、近代化）、③高速・大規模・分

システム事業部門のサポート

早くからアウトソーシングをビジネスモデルに組み入れてき

ムを提供したい

散データベース

役にとどまらず、事業拡大のための競争力を担う部門へ

た歴史が



専門的な知識と能力を身につけたプロフェッショナルが、NRIグループの付加価値の源泉であり、強みの
ひとつです。
NRIの人材の特徴は、卓越した専門性に加え、目標達成に向かって果敢に挑戦するスピリットがあることで
す。顧客により良いソリューションを提供することに強い情熱を燃やし、顧客から評価と信頼を寄せられるこ
とに何よりも喜びを感じることが、多くのNRI社員に共通する特徴となっています。
長期経営計画「NRIビジョン2015」に掲げた将来像を実現するためにも、これまで以上に人材の育成を推
進していきます。

室井 雅博
代表取締役専務執行役員
本社機構統括、内部統制担当

NRIの競争力の源泉としての人材
～プロフェッショナルを育成する仕組み～

特集１
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　採用活動では、多様な人材の採用を志向しており、インター
ネットを利用した会社説明会を開催するなど、首都圏以外の
学生も参加し易くするといった取り組みをおこなっています。
また、留学中の日本人学生を対象に、海外での採用活動にも
取り組んでいます。中国事業の拡大に向けては、2009年よ
り、NRI北京においても新卒採用活動を開始しました。中国の
優秀な人材が入社しており、将来のNRIの中国事業を推進す
る人材となることを期待しています。
　さらに、女性のキャリア形成支援や仕事と育児の両立支援
など、女性が活躍しやすい環境の整備にも取り組んでいま
す。これらの取り組みの結果、働きがいのある会社や働きや
すい会社のランキングでNRIは上位を取得しました。幸いにし
て、NRIが就職人気ランキング等で毎年上位に入ることがで
き、ポテンシャルの高い新卒学生を採用できるのも、こうした
背景があるからだと考えています。

高いポテンシャルを持った新卒学生を採用し、
しっかりと育成することが基本

　NRIグループ全体の従業員数は、この10年間で約1.6倍
に増加し、2010年3月期末で6,263名となっています。人材
は、NRIグループの事業拡大に不可欠な経営資源であり、今
後も継続的に増やしていくことが必要です。
　人材の採用は、専門性の高い人材のキャリア採用も通年で
実施していますが、新卒の学生を定期的に採用し、社内でし
っかりと育成することを基本としています。過去の不況時には
新卒採用の人数を絞ったこともありましたが、中長期的な視
点で、一定水準以上の採用を継続することが非常に重要であ
ると考えています。ここ数年は３００名以上の新卒採用をおこ
なっており、その６割以上が大学院卒であるなど、高いポテン
シャルを持った学生を採用しています。



育成の土台となる３つの要素

• 「ＯＪＴ」「研修」「自己研鑽」の有機的結合
• 育成の中心は「ＯＪＴ」

ＯＪＴ

OJT：業務経験がプロとしての力を備える最良の機会
•計画的ジョブアサイン、ローテーション
•インストラクター制度（新入社員対象）
•トレーニー制度

自己研鑽

研修
（Off-JT）

自己研鑽：各自の不断の努力を支援する仕組み
•外部資格取得支援（受験料還付、受講料補助）
•試験、試験対策講座実施

研修：OJTで得た知識を整理し理解を深める仕組み 
OJTでは得られない知識・技能を習得する仕組み

•社内集合研修（必須、推薦、公募）
•社外派遣研修、ｅラーニング
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日々の業務経験に鍛えられ、さらに研修と自己
研鑽によって真のプロフェッショナルへ

　NRIグループが求める人材は、専門的な知識と能力を身に
つけたプロフェッショナルです。高い専門性を持つことに加え
て、自ら設定した目標のもとに自立して動き、変革を恐れずに
果敢に挑戦することで、お客様に高い付加価値を提供できる
人材を期待しています。
　このような人材を育成するためには、ＯＪＴ、研修、自己研鑽
の３つが必要と考えています。これらを組み合わせることで、
はじめてプロとしての力を備えることができると思います。
　人材育成の中心はＯＪＴ （On the Job Training）です。自
らの業務を実施することを通じて、必要な知識やスキルを身

につけていくことになります。NRIグループは、それぞれのフィ
ールドにおいて、専門性の高い先輩や同僚、さらには、一流の
お客様に恵まれています。業務経験そのものが、プロとして力
を備え、高めていく最も良い機会となります。
　ただし、ＯＪＴだけでは、自分自身が実際に担当している範
囲にとどまりがちです。そこで、業務を通じて得た知識を整理
し理解を深めるために、また、現在の業務では得られない知
識・技能を習得するために、多くの研修メニューを用意してい
ます。
　当然ですが、各自の不断の努力、自己研鑽も必要となりま
す。NRIグループでは、自己研鑽に対しても、さまざまな支援
をおこなっています。

従業員数・新卒採用数推移

3,847
4,313 4,619

8,000

01.3 02.3 03.3

4,791

04.3

4,848

05.3

5,013

06.3

5,303

07.3

5,711

08.3

6,118

09.3

6,263

10.3

4,000

6,000

0

2,000

従業員数 うち新卒採用数

（人）

196 280
313 281 159 196 235 292

332 360

うち院卒新入社員の割合

65%

今期入社
（2010年４月）

新卒

347名
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インストラクター制度などの仕組みで、ＯＪＴを
より効果的に

　NRIでは、効果的に人材育成をおこなうために、ＯＪＴを支え
るさまざまな仕組みを用意しています。
　例えば、新入社員には、一人ひとりに相応の経験を有する
先輩社員がついて、年間を通じて指導にあたるインストラク
ター制度を導入しています。新入社員は、与えられた仕事を
実施するだけではなく、何をすべきか、何のためにおこなうの
かなど、きちんと考える習慣を身につけます。インストラクター
は、基本的に５年以上の業務経験を持った社員のなかから、真
剣に育成できる能力と意欲を持つ社員を選んでいます。
　入社してから５年間は、将来活躍するために、徹底的に基礎
力を固めることが大切です。若手システムエンジニアの基礎
力を強化するために、５年目までに目標とすべき指針を示した
「成長ストーリー」を作成しています。

充実した研修体系を整備

　研修については、年間受講日数の目標を設定し、受講を推
進しています。多くの研修メニューを用意しており、一定の階
層ごとに必須で受講する層別研修、個別の技術やスキルを学

ぶ研修、NRIグループの事業創造を担う人材の育成をねらい
としたビジネスリーダー研修など、多くの研修メニューを用意
しています。
　グローバル人材の育成という観点では、欧米諸国だけで
なく、中国、インドなどアジア諸国に至るまで多岐にわたる海
外研修や海外留学の機会を用意しています。研修内容は、語
学だけでなく、ビジネススクール、ＩＴ関連の講座などがありま
す。海外留学についても、年間１０名程度の社員を派遣してい
ます。これまでは、欧米への留学が中心でしたが、今後は、中
国への留学を増やしていく方針です。

研修（OFF-JT）による能力アップ

講座体系
大分類

階層別/役職別

ビジネスリーダー

ITソリューション

ビジネス一般

自己研鑽支援

総合職

入社時集合 専門職昇格時 副主任昇格時 主任昇格時

主任層

要素技術・基礎スキル

システム設計開発

キャリアアップ実践

BA（ビジネスアナリスト）スキル

語学（中国語）

IT（情報処理、PMP、ITIL、ITコーディネータ）

財務（簿記、証券アナリスト）

語学（英語・中国語）

プロジェクトマネジメント

ビジネススクール（慶應ビジネススクール、野村ウォートン、コロンビア、INSEAD 他）

上専昇格時

上専層 未来創発塾

GM課長 部室長

基礎スキル
（ビジネスマナー、対話、文書、プレゼンテーション、
交渉、論理思考、問題把握、自己管理、組織管理

財務分析、市場分析、経営戦略）

専門職 副主任専門職 主任専門職 上級専門職

横浜ラーニングセンター ： NRIグループ専用の研修施設として、多く
の社内研修が実施されている。
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外部の資格取得を支援

　社員の自己研鑽を促進するため、NRIグループの社員に相
応しい外部資格取得の支援をおこなっています。また、日本に
おいては公的な資格が顧客からの信頼を得るために大きな
意味があるため、一部の資格については還付対象資格と位置
づけ受験料の還付をおこなっています。また、情報処理技術
者試験などについては、試験対策講座も実施しています。

NRI認定資格を付与されたプロフェッショナル
が社員の模範として活躍

　NRIグループは、システム系の中核的な人材の育成を促進
するとともに、社員が将来のキャリアを描く際の指針となるよ
う、特に高い専門性を有する人材を社内認定するNRI認定資
格制度を設けています。
　業務において一定基準の実績を有すること、指定する研修
を受講していること、情報処理技術者高度資格等の指定され
た外部資格を取得していることといった基準を満たす社員に
対し、社内で審議をおこなったうえで、社内認定資格を付与し
ています。
　現在は、認定ビジネスアナリスト、認定プロジェクトマネー
ジャー、認定システムアナリスト、認定ＩＴアーキテクト、認定ＩＴ
サービスマネージャーの５種類があり、約２５０名が認定を受け
ています。このメンバーは、お客様に付加価値の高い先進的
なサービスを提供する人材として、社員の模範、目指す像とな
っています。

今後は、新たな事業を創出できる人材の育成
を強力に推進する

　中長期戦略を実現するためには、今後も、高い付加価値を
提供できる人材を、計画的かつ継続的に育成していくことが
不可欠です。NRIグループ全体の従業員数が６,000名を超え
るなかで、これまで以上に人材育成を強力に推進していくた
め、2010年4月に人材開発センターを新設し、あわせて人材
育成に関わる人員を増員しています。
　今後は、新たな事業を創出できる人材がこれまで以上に求
められます。人材開発センターを中心に今後のNRIの成長を
担う人材を育成し、NRIグループの企業価値向上を実現して
いきたいと思います。

資格 2010年3月31日
情報処理技術者（高度） 1,908
ITコーディネータ 141
PMP（Project Management Professional） 129
証券アナリスト検定会員 196
電気通信主任技術者 122

（注） 情報処理技術者（高度）：ITパスポート、基本情報処理技術者、
 応用情報処理技術者を除いた情報処理技術者を、NRIグループ
 では「高度」と位置づけている。

公的資格の取得状況

情報処理資格 2010年3月31日
システム監査技術者 239
ITストラテジスト 366
プロジェクトマネージャー 421
システムアーキテクト 667
ネットワークスペシャリスト 708
データベーススペシャリスト 379
ITサービスマネージャー 224
情報セキュリティスペシャリスト 696

情報処理資格取得状況
NRI認定資格制度の概要

認定BA 認定PM 認定SA 認定ITA 認定ISM

ビジネス
アナリスト
（BA）

プロジェクト
マネージャー
（PM）

システム
アナリスト
（SA）

アプリケーションエンジニア、テクニカルエンジニアなど

実績（OJT）
プロジェクト実績において
一定基準を達成

自己研鑽
情報処理技術者（高度）
資格取得など

IT
アーキテクト
（ITA）

ITシステム
マネージャー
（ISM）

ジネス プロジ クト システム IT ITシステ

研修　　　　実践研修コースの受講

（人）

（人）



システム開発では、NRIの社員のみならず、パートナー企業との円滑な連携がビジネスを成功させるため
に必要不可欠な要素となります。また、世界的なグローバル化の潮流のなかで、日本国内のパートナー企
業に加え、中国を中心とする海外のパートナー企業との連携も拡大しています。
社員、国内パートナー、オフショアパートナーの３つのリソースを効果的に活用できる人的リソースの厚さ
は、NRIの大きな強みのひとつになっています。
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NRIとパートナー企業の深いつながり

　NRIはパートナー企業との円滑な協力関係を築き、お互い
の専門性を発揮できるシステム開発の仕組みやノウハウを構
築することに努めています。
　NRIとパートナー企業はNRIグループの経営方針の共有や
品質向上に向けた連携など、さまざまな活動を通じて長年に
わたり信頼関係を構築してきました。そして、特に専門性の高
い業務ノウハウと情報技術力を持つパートナー企業とは「ｅパ
ートナー契約」を交わして、プロジェクト運営などで密接に連
携しています。ｅパートナーは2010年３月末時点で国内７社、
中国２社となっています。
　システム開発の品質向上のための取り組みとして、プロジ
ェクトの重要な節目でパートナー企業と合同で会議を開催し、
工程全体の状況や課題、リスクの確認を徹底しています。さら
に、NRIグループは品質と生産性の向上を目指した「エンハン

NRIのビジネスに不可欠なパートナー企業

　NRIではシステム開発の各工程において、パートナー企業
と役割を分担しながら開発プロジェクトを進めていきます。大
規模なプロジェクトになるほど、システム開発に要する人的リ
ソースは大きくなり、多くのパートナー企業と協力しながらプ
ロジェクトを遂行することが必要となってきます。
　NRIのプロジェクトは顧客企業の基幹システムなど大規模
な開発案件が多く、パートナー企業との円滑な連携が欠かせ
ません。また、NRIに求められている高い品質と信頼性をプロ
ジェクト全体で達成するためには、パートナー企業にも高い技
術力や専門性が求められます。そのためにも、パートナー企業
における生産性向上、品質向上および情報セキュリティ確保
については、NRIとパートナー企業の両者で協力して対応して
います。

3つの人的リソース̶̶社員+国内・中国パートナー

連結従業員数の内訳 

•eパートナー制度の発展
•コンプライアンス強化
•パートナー企業経営層との関係強化
   ...etc.

6,263人

国内パートナー

•eパートナ
•コンプラ
•パートナ
   ...etc.

約3,000人 約7,000人

基本契約会社

eパートナー

個別契約会社

（2010年3月末）

（注）人数は2010年3月末現在

約3,0

Ｎ
Ｒ
Ｉ
社
員

パ
ー
ト
ナ
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コンサルティングサービス
1,023名

管理部門
556名

ＩＴソリューションサービス
4,684名

成都

北京

杭州

蘇州

重慶

上海

大連

天津

8地域20社

中国パートナー
～開発委託地域の広がり～

NRIの競争力を支えるパートナー企業
～国内外のパートナー企業による幅広い人的リソース～
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スメント業務＊革新活動」をｅパートナーと共同で推進してい
ます。
　それらの活動に加えて、NRIグループはプロジェクト管理や
システム開発に関する実践的な研修を実施し、パートナー企
業の人材育成に協力しています。

海外へと拡大するNRIのパートナー企業

　NRIのオフショア開発の歴史を振り返ると、1990年代前半
に中国のＩＴ技術者のトレーニー受け入れを開始したときにさ
かのぼります。
　その後、90年代後半に中国オフショア開発のトライアルを
開始し、オフショア開発の手法等を研究するなど蓄積を重ねま
した。こうした長いノウハウの蓄積期間を経て、2000年代に
入って中国オフショア開発を本格化しました。当初は証券業
向けの新規システム開発が中心でしたが、流通業向け、証券
以外の金融業向け等へと拡大していきました。
　そして、現在ではエンハンスメント業務にまで委託範囲が広
がっています。エンハンスメント業務では、システムと業務の
両方に精通していることが求められます。既存の業務に影響
を与えずにシステムに手を加え、本番稼働中のシステムを最
適化していく技術や、顧客からの問い合わせに対応し、障害
発生時には迅速に復旧させる技術の習得には、十分な教育と
経験が必要です。
　そうした意味で、中国オフショアへの業務委託がシステム
開発のみならずエンハンスメント業務にまで拡大してきたこと
は、大きな前進といえます。

オフショア開発におけるNRIの強み

　オフショア開発を利用するメリットのひとつに、開発コストの
安さがあります。しかし、コストの安さと同時に、顧客が求める
品質や情報セキュリティ、信頼性の高さも両立しなければなり
ません。
　また、オフショア開発の難しさのひとつにコミュニケーション
の問題があります。言葉や文化、考え方の違い、地理的な距離
などにより正確な意思疎通ができず、それが原因でシステム
開発の手戻りが発生してしまうことがあります。
　NRIではこうした作業の手戻りを防ぎ、かつ、高い水準の情
報セキュリティを確保するため、独自の情報交換システムによ
りパートナー企業と情報を共有しています。また、NRIとパート
ナー企業の双方において、開発の委託時と成果物の受入時
に確認すべき事項を明確化し、受け入れと受け渡しの手順を
徹底することで不要な手戻りの削減に努めています。
　このように、さまざまな工夫やノウハウ、長年の試行錯誤
によって、NRIはＩＴサービス業界のなかで中国でのオフショ
ア開発を最も積極的に進めている企業のひとつとなってい
ます。

競争力の源泉としてのパートナー企業

　このように、国内外のパートナー企業との密接な協力関係
や、社外の人的リソースを効率的に活用するノウハウは、長年
にわたるさまざまな取り組みの結果得られたものです。そし
て、パートナー企業を含めた人的リソースの厚さは、NRIにとっ
て競争力の源泉のひとつになっています。
　NRIは今後も、より一層の生産性と品質の向上を目指し、国
内外のパートナー企業との協力関係を強化させていきます。

オフショア開発のあゆみ

•中国人技術者のトレーニー開始

1990年代前半

•中国オフショア開発トライアル開始
•中国オフショア開発の手法等を研究

•中国オフショア開発本格化
•中国に進出した日系企業の
システム開発を開始
•中国企業２社をeパートナーに選定

•エンハンスメント業務の委託拡大
•China+1活動＊をスタート

2000年代後半

2000年代前半

1990年代後半

＊中国以外のオフショア・パートナー
  企業を拡大させる試み

＊ システムの維持・管理を通じて細かい改良や機能の追加・修正を
継続的におこなっていく業務であり、顧客を取り巻く環境の変化
などに対応するためのシステムの機能拡張も含まれる。
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コーポレート・ガバナンスの基本的な方針

　NRIは、企業価値の向上に向けて、業務執行における迅速かつ的確な意思決定と、すべてのステークホルダーに対して透明性の
高い公正で効率的な経営を実現することがコーポレート・ガバナンスの重要な目的と考えています。監査役会設置会社であるNRI
は、監査役・監査役会の機能を有効に活用しつつ、さらにコーポレート・ガバナンスを充実させるための体制を以下のように構築して
おり、監査役会設置会社の枠組みのもと、NRIのコーポレート・ガバナンス体制は有効に機能していると考えています。

株主総会の充実に向けた取り組み

　株主総会の活性化と議決権行使の円滑化に向けた施策として、より多くの株主に出席いただける株主総会開催日の設定、招集
通知の早期発送、電子投票制度や機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの採用などを実施しています。また、株主総会
後に経営報告会を実施し、主に個人株主向けにNRIの状況や今後の取り組み等を伝える場を設けるなど、株主とのコミュニケーショ
ンを向上させるための活動に取り組んでいます。

経営・執行体制

　NRIの取締役は社外取締役２人を含む11人です。任期は１年であり、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立すると
ともに、各年度における経営責任を明確にしています。社外取締役を招聘することにより、取締役会の一層の活性化と公正で透明
性の高い経営の実現を目指しており、その人選については、NRIの業務執行を客観的な視点で監督するにふさわしい高い見識と独
立性を重視しています。取締役会は、月１回開催するほか必要に応じて随時開催しています。NRIは、業務執行の権限および責任を
大幅に執行役員に委譲しており、取締役会は、もっぱら全社レベルの業務執行の基本となる意思決定と業務執行の監督を担当して
います。また、取締役会の諮問機関として、社外の有識者で構成される報酬諮問委員会を設置しています。
　取締役会の決議により選任された執行役員は、取締役会で決定した方針に基づき業務を執行しています。事業活動の総合調整
と業務執行の意思統一のため、代表取締役２人を中心に執行役員等が参加する経営会議を週１回開催し、経営全般の重要事項の
審議をおこなっています。

株主総会

コンプライアンス会議 

内部統制会議
リ
ス
ク
に
対
応
し
た
会
議

システム開発会議

システムリリース会議

事業評価会議

危機管理会議

情報開示会議

経営会議

監査役室

内部統制推進部

主管部署

取締役・取締役会

内部統制担当役員

監査役 監査役会会計監査人

本社機構

内部統制の推進

リスクごとに
主管部署を設置

事業部門 

指導
サポート
モニタリング   

サポート

監督会計監査 監査

内部統制推進委員会

子会社

社　長 内部監査室

部
門
内
管
理
部
署

部・室

報酬諮問委員会 

指導 

管理 
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監査体制

　監査役は、社外監査役３人を含む５人＊であり、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、必要に応じて役職員に対して報告
を求め、取締役の職務執行に関して厳正な監査をおこなっています。社外監査役については、監査体制の中立性・独立性を確保す
るため、取締役の職務執行を客観的な立場から監査し、公正な視点で意見形成ができる人材を選任しています。監査役会は、監査
の方針その他監査に関する重要事項の協議・決定および監査意見の形成・表明をおこなっています。監査役は、会計監査人から監
査計画、監査実施状況の報告を受けるほか、NRIの内部監査部門である内部監査室から内部監査結果の報告を受けるなど、会計
監査人および内部監査室と連携して監査を進めています。また、監査役は、内部統制の推進組織である内部統制推進部から、各種
規程の遵守状況のモニタリング結果等、内部統制の状況に関する報告を適宜受けています。監査役による監査が実効的におこな
われることを確保するため、監査職務を支援する監査役室を設置しています。監査役室の人事については、代表取締役または人事
担当役員が監査役室の独立性に留意し監査役と協議し定めています。

＊監査役のうち、泉谷裕は（株）村田製作所の経理部門における業務経験および経理担当役員の経験を持ち、また、安田莊助は公認会計士および
税理士の資格を持っており、それぞれ、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

役員報酬

【役員報酬等の額】
2010年３月期における役員の報酬等の額は次のとおりです。

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）基本報酬 賞与 ストックオプション

取締役
（社外取締役を除く） 651 351 147 152 12

監査役
（社外監査役を除く） 82 66 15 ̶ 2

社外役員 83 75 7 ̶ 5

（注） １． 取締役のストックオプション報酬は、ストックオプションの公正価額を、付与時から権利行使期間開始時までの期間で按分し費用化しており、上表はその費用
  計上額（2010年３月期以前に付与したストックオプションを含む。）を記載しています。
 ２． 上表の「対象となる役員の員数」には、在任者数ではなく、2010年３月期にかかる報酬等の支給対象者数を記載しています。

【取締役の報酬等の決定に関する方針】
　取締役の報酬等について透明性の向上を図ることを目的として社外の有識者３人で構成される報酬諮問委員会を設置し、報酬
等の体系および水準について客観的かつ公正な観点から審議しています。その諮問結果を踏まえ、取締役会において、取締役の報
酬等の決定に関する方針を決定しています。
　取締役の報酬制度は、役職位を基本としていますが、業績の一層の向上を図るため、業績連動性を重視した制度としています。
その水準は、情報サービス産業におけるリーディングカンパニーたるべき水準を、市場水準および動向等を参考に決定しています。

取締役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　 　役職位に応じた固定給（本人給と役割給）と、前期の業績達成度に応じた変動給からなります。
②賞与
　　当該期の業績を反映し、個人別評価を加味して決定します。
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③株式関連報酬（ストックオプション）
　 　NRIグループの中長期的な業績向上への意欲と士気を高め、また株主との利害の一致という観点から、株式関連報酬としてス
トックオプションを付与します。行使価額が時価を基準に決定されるものと、行使価額を１円とするものの２種類を発行し、その付
与数は役職位に応じて決定します。
　 　上記のうち、基本報酬の変動給部分、賞与株式および関連報酬については、社外取締役には支給しません。

【監査役の報酬等の決定に関する方針】
　監査役の報酬等の決定に関する方針は、監査役の協議により決定しています。監査役は独立した立場から取締役の職務執行を
監査する役割ですが、NRIグループの健全で持続的な成長の実現という点では取締役と共通の目的を持っていることから、固定給
に加え、常勤の監査役に対しては業績に応じた変動給を一部取り入れています。
　報酬等の水準は、良質なコーポレート・ガバナンスの確立と運用に重要な役割を果たすにふさわしい人材を確保するために必要
な水準としています。

監査役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　 　本人の経験・見識や役割等に応じた固定給（本人給と役職給）に加え、常勤の監査役に対しては、前期の業績達成度に応じた
変動給を支給します。
②賞与
　 　常勤の監査役を対象とし、当該期の業績を反映して決定します。
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株式の保有状況

①投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額
　54銘柄 39,086百万円
② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（非上場株式を除く）の銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目的

銘柄 株式数（株）
貸借対照表
計上額
（百万円）

保有目的

（株）ジャフコ 4,198,000 10,306 顧客であり設立当初より親密な関係にある同社との関係の維持・
強化を図るために相互に保有するものです。

（株）セブン＆アイ・
ホールディングス 3,002,174 6,781 顧客である同社グループとの友好関係の維持・強化を図るために

保有するものです。

（株）セブン銀行 10,000 1,880 顧客である同社との友好関係の維持・強化を図るために保有する
ものです。

髙木証券（株） 6,248,941 1,093 顧客である同社との友好関係の維持・強化を図るために保有する
ものです。

SinoCom Software 
Group Limited 72,356,100 1,032 外部委託先である同社グループとの友好関係の維持・強化を図る

ために保有するものです。
（株）だいこう証券
ビジネス 2,535,000 1,014 事業提携先である同社との連携関係の維持・強化を図るために保

有するものです。
（株）ベネッセ
ホールディングス 183,600 738 顧客である同社グループとの友好関係の維持・強化を図るために

保有するものです。

いちよし証券（株） 879,968 562 顧客である同社との友好関係の維持・強化を図るために保有する
ものです。

極東証券（株） 500,000 440 顧客である同社との友好関係の維持・強化を図るために保有する
ものです。

藍澤證券（株） 1,000,000 211 顧客である同社との友好関係の維持・強化を図るために保有する
ものです。

③保有目的が純投資目的の投資株式
　該当事項はありません。
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内部統制とコンプライアンス

　NRIグループ全般にわたって有効な内部統制システムを構築し、かつ継続的な改善を図るため、内部統制担当役員を任命すると
ともに、内部統制推進部を設置しています。また、内部統制会議を開催して全社的な内部統制の状況を適宜点検するとともに、各事
業部門が出席する内部統制推進委員会を通じて内部統制システムの定着を図っています。事業活動にともなう主要リスクに対して
は、リスクごとに主管部署を定めており、必要に応じて専門性を持った会議で審議し、主管部署が事業部門と連携して適切な対応
を講じています。
　倫理・コンプライアンス体制については、その実効性を確保するため、最高倫理責任者およびコンプライアンス担当役員を任命す
るとともに、取締役会に直属のコンプライアンス会議を設置するほか、企業行動原則、ビジネス行動基準およびコンプライアンスに
関する規程を定めています。リスク管理、コンプライアンス等に関する研修や啓発活動を継続的に実施することで、その定着と実効
性の向上を図っています。また、反社会的勢力に対しては、取引を含め一切の関係を持たないことを基本方針として行動規範に定
めており、主管部署が情報収集および取引防止に関する管理・対応をおこなっています。
　代表取締役社長直属の組織である内部監査室（社員15人）が、リスク管理体制やコンプライアンス体制等の有効性、取締役の職
務執行の効率性を確保するための体制等について、NRIグループの監査をおこなっています。監査結果は代表取締役社長等に報告
され、是正・改善の必要がある場合には、内部統制推進部、主管部署および事業部門が適宜連携し、改善に努めています。

情報開示を推進する仕組み

　NRIは、経営の透明性向上、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーに対する説明責任を果たすため、適時開示の遂行と情
報開示およびＩＲ機能の一層の充実に努めています。開示書類の一層の信頼性向上のため、情報開示会議において、計算書類や有
価証券報告書等の作成プロセスやその適正性の確認をおこなっています。また、個人投資家を対象とした会社説明会の開催や個
人投資家向けのホームページの充実に努めています。
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社外取締役インタビュー　

NRIのコーポレート・ガバナンスについて
　NRIはトップが的確に方向性を示し、それを受けた各事業部門が具体的な計画を
立て、業務を実行していくという経営のプロセスがバランスよくなされていると感じ
ます。トップと現場との双方向の対話も十分で、組織的に力を発揮している会社だと
思います。

NRIが対処すべき課題
　企業再生支援やベンチャー企業等を経営している立場から、NRI社内の方とは違
う視点でアドバイスすることを心がけています。リーマンショック以降の景気低迷に
より、NRIを取り巻く事業環境も変化しており、その変化に応じて事業計画を徹底的
に検証することが何よりも重要です。プロジェクト管理の一層の徹底やコストの十分
な検証などについて、しっかり対処していくよう注視していきます。

株主の皆様へのメッセージ
　NRIとそこに働く社員の方々は本当に真面目で誠実だと感じています。誠実さとい
うのは企業活動にとってとても重要ですが、必ずしも全ての企業が持ちえているわけ
ではありません。NRIでは、誠実さこそがNRIらしさと言っても過言ではないほど、
当たり前の社風になっています。これは大切にすべき土台です。
　また優秀な人材と、安定したビジネス基盤を持ち、この土台をベースに社会のため
にもっともっと新たな価値創造にチャレンジする能力があると信じています。
　NRIは現状に満足することなく、激変していく世の中に対応し今以上に付加価値
を生む業務にチャレンジしていくべきだと考えています。嶋本新体制のもと、その実
現に向けて私もより一層の協力ができればと願っています。

NRIのコーポレート・ガバナンスについて
　NRIのように情報共有がきちんとなされ、経営トップが事業の内容を全て把握
し、取締役会でも活発に議論がなされる会社は多くないと思います。自信を持ってお
客様に貢献できると判断した仕事だけを受託するという方針も、ガバナンスが行き届
いている表れでしょう。

NRIが対処すべき課題
　世界的な金融危機が収まりきらないなか、金融業界に多くの顧客を持つNRIは、
コンサルタントあるいはシンクタンクとして、金融市場の望ましい発展のあり方につい
て積極的に提言していくべき立場にあると考えます。また、顧客から今求められてい
る最も大切なものは「信用」であることを深く自覚し、システムの開発実績を通して
地道に蓄積してきた能力と信用力をさらに磨き上げて、非金融部門にも広く積極的に
展開していくことを期待しています。

株主の皆様へのメッセージ
　NRIは、お客様や社会に評価されることで利益を生む、という企業本来の経営を
しっかりおこなっている会社です。同時に、高い目標を掲げ、必ず次の展望や成長に
つながるかたちで経営を進めています。これらを実践するうえでは、結果だけでなく
プロセス、すなわち経営の中身そのものが非常に重要であり、社外の目として、この
プロセスをチェックし、アドバイスして、株主の方々に長く株式を持ち続けたいと思っ
ていただける企業にするよう努力しています。

社外取締役

澤田 貴司
株式会社リヴァンプ 代表取締役
2008年よりNRI社外取締役

社外取締役

南 直哉
東京電力株式会社 顧問
2006年よりNRI社外取締役



取締役

取締役会長

藤沼  彰久

代表取締役社長
事業部門統括

嶋本  正

取締役 専務執行役員
産業関連システム事業、
アジアシステム事業担当

沢田  ミツル

取締役（注1）

南  直哉
（東京電力株式会社 顧問）

取締役副会長

鳴沢  隆

代表取締役 専務執行役員
本社機構統括、内部統制担当

室井  雅博

取締役 専務執行役員
コンプライアンス、経理、財務、
内部統制推進担当

廣田  滋

取締役（注1）

澤田  貴司
（株式会社リヴァンプ 代表取締役）

取締役副会長

今井  久

取締役 専務執行役員
金融関連システム事業担当、
証券ITサービス事業本部長

石橋  慶一

取締役 常務執行役員
コンサルティング事業担当、
システムコンサルティング事業本部長

谷川  史郎

役員一覧（2010年6月23日現在）
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監査役

執行役員（取締役兼務は除く）

監査役（常勤）

栗之丸  孝義

監査役（注2）

泉谷  裕

監査役（常勤）

山形  髙治

監査役（注2）

安田  莊助
（仰星監査法人 特別顧問
仰星税理士法人 代表社員）

（注）1.  南直哉、澤田貴司は社外取締役です。なお、NRIは両名を東京証券取引所の上場規則に定める「独立役員」として、同取引所に
届出をおこなっています。

2.  田中正人、泉谷裕、安田莊助は社外監査役です。なお、NRIは泉谷裕および安田莊助を東京証券取引所の上場規則に定める
「独立役員」として、同取引所に届出をおこなっています。

監査役（常勤）（注2）

田中  正人
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専務執行役員 末永 　　守
常務執行役員 山田 　浩二
常務執行役員 山田 　澤明
常務執行役員 中村 　昭彦
常務執行役員 三ツ木 義人
常務執行役員 栗原 　良行
常務執行役員 楠　 　　真
常務執行役員 板野 　泰之
常務執行役員 堀部 　　明
常務執行役員 齊藤 　春海
常務執行役員 此本 　臣吾

執行役員 柴内 　哲雄
執行役員 中野 　秀昭
執行役員 東山 　茂樹
執行役員 中村 　正秀
執行役員 佐藤 　公治
執行役員 室脇　 慶彦
執行役員 綿引 　達也
執行役員 滝本 　雅樹
執行役員 上田 　　肇
執行役員 原田 　　豊

執行役員 上野 　　歩
執行役員 船倉 　浩史
執行役員 中村 　卓司
執行役員 淵田 　眞弘
執行役員 三浦 　智康
執行役員 臼見 　好生
執行役員 村田 　佳生
執行役員 坂田 太久仁
執行役員 嵯峨野 文彦
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NRIグループのCSRは、第一に本業を通じて社会への責任を果たすことを目指します。
同時に、本業の遂行に間違いや不正が起こらないように留意し、社会との信頼関係の構築に努めます。
本業における日々の確かな積み重ねこそ、私たちのCSRが目指すものです。
そして、人々の心にとどく社会貢献を目指すことで、ステークホルダーとの深いきずなを構築します。

NRIグループのCSR方針

本業の責任、社会とのきずな本業の責任、社会とのきずな本業の責任、社会とのきずな本業の責任、社会とのきずな
3つのCSR活動

問題解決解決

問題発見

ソリューション

ナビゲーション

攻めのCSR

［重点項目］
・事業活動　
・研究開発

本業を通じて社会への
責任を果たす
　私たちの社会的責任の第一は「本業
を通じて社会への責任を果たす」ことに
あります。それは「未来社会のあり方を
提言」し、「社会を支える情報システムを
つくる」ことです。
　ナビゲーション＆ソリューションという
私たちの事業内容そのものの着実な遂
行にほかなりません。
　私たちは、「顧客の競争力・業績の向
上」と「日本経済の持続的成長」に貢献
することで、より良い未来社会を創発し
ます。

NRIらしい
社会貢献

［重点項目］
・社会づくり
・情報発信
・人づくり

心にとどく社会貢献を目指す
　私たちは、人びとの心にとどく社会貢献を通じ
て、社会とのきずなを深めるよう努めます。
　NRIらしいきずなづくりを推進するために、新
しい社会を洞察するための情報を発信し、次世
代を担う若者や経営者の育成を支援します。そ
して、ステークホルダーとともに、より良い社会
の枠組みづくりに積極的に取り組みます。
　あらゆる機会を通じてステークホルダーとの
コミュニケーションを図り、本業での確かなCSR
活動を内外にわかりやすく伝えます。

守りのCSR

［重点項目］
・コーポレート・ガバナンス／
内部統制　
・リスクマネジメント／危機管理
・コンプライアンス
・品質管理　
・情報セキュリティ管理
・知的財産権管理　
・環境への配慮

社会との信頼関係を築く
　私たちは、本業の遂行に際して、間違
いや不正が起こらないように細心の注
意を払います。
　社会との信頼関係を築き、ＮＲＩグルー
プの企業価値を守るために、あらゆる法
令を遵守することはもちろん、社会・文化
的モラルにもとる行為をおこないません。
　そのために、次の具体的な制度、体制
を整備し、徹底します。

1. 3.

2.
p.43
p.43
p.44
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財源で将来的な発展性のある再構築を成し遂げるための要
件を提示しました。また、課題解決に向けてITサービス産業が
果たすべき役割を提言しました。
　次にNTTデータは、ITの効果創出に向けた新たなIT人材像
と、ITサービス産業の目指すべき姿を提言しました。
　NRIは、今後もIT
サービス産業のある
べき姿を探るととも
に、社会インフラを
支える企業として、
貢献していきたいと
考えています。

極める消費」傾向の拡大を浮き彫りにしました。
　アンケート結果は、生活者の動向を踏まえた政策や企業の
マーケティング戦略な
どを検討する際の基礎
データとして活用され
ています。NRIは、今後
も社会の変化を捉えた
調査・研究成果を発信し
ていきます。

「生活者１万人アンケート」で浮き彫りになった生活者の動向

第1回（1997年）
「個人化」（個人を重視する
傾向）と「階層化」（経済面
の階層化、意識面の多様
化等）が進展。地域コミュ
ニティでの生活を重視する
「コミュニティ生活者」の増
加。

第2回（2000年）
「鳥の群れ」のように周りを
意識する消費行動、価格感
度の強まり。ITの急速な進
展によるIT関連商品の購
入増加。コンビニを中心と
した購入チャネルの変化。
　

第3回（2003年）
「利便性消費」「プレミアム
消費」「安さ納得消費」「徹
底探索消費」の4つの消費
スタイルの顕在化。イン
ターネット通販の定着。大
型家電量販店、ショッピン
グセンターの利用拡大。

第4回（2006年）
ブロードバンドの普及でイ
ンターネットが常時接続化
され、ブログ、SNS（mixiな
ど）を活用した生活者発の
情報が増大。情報主権の
移行にともなう「よく考え
る生活者」の増加。

第5回（2009年）
インターネット上のクチコ
ミサイトの情報などを活用
した「見極める消費」傾向
が拡大。品質・環境・安全な
どの付加価値重視。電子
マネー・ポイントを選択基
準とする生活者の増加。

「ITと新社会デザインフォーラム2010」を開催

　NRIは2010年2月、（株）NTTデータと共同で「ITと新社会
デザインフォーラム2010」を開催しました。
　日本の社会・産業はグローバルな社会や事業環境の大きな
変化に直面し、現在、転換期にあるといわれています。NRIと
NTTデータは、ITの活用を通じて、この困難の打開に貢献し
たい、そして、ITサービス産業界を活性化させたいという想い
を共有し、フォーラム開催に至りました。
　このフォーラムでNRIは、高度成長期に整備されたガス管・
水道管、公共施設などの社会インフラの老朽化、いわゆる「イ
ンフラクライシス」にどう対応していくべきかを述べ、限られた

第5回「生活者１万人アンケート」を実施

　NRIは生活者の価値観や消費行動を分析するため、1997
年より3年おきに、「生活者1万人アンケート」を実施してい
ます。
　このアンケートでNRIは、少子高齢化、国際化、経済の不透
明化など、社会の変化にともなう生活者の価値観やライフス
タイルの変化、ITの普及による消費行動の変化を捉えてきま
した。第5回となる2009年は、情報を重視する生活者の「見

NRIらしい社会貢献  社会づくり
より良い社会の枠組みづくりに貢献する

NRIは経済・業界団体への加盟や、国、地方自治体、独立行政法人などの委員会活動への参画と、そこでの提言活動などを通じ
て、新しい社会の枠組みを実現するための方策を提案しています。

NRIらしい社会貢献  情報発信
未来社会の創発に資する情報を社会に発信する

NRIは社会・産業や経営、ITなどについて、未来社会の創発に資する調査・研究成果や提言を、単行本や月刊誌、レポート、ホーム
ページなど、さまざまな形で社会に発信しています。

トップ対談「ITサービス産業の未来に向けて」

第４回アンケート
調査結果をまとめ
た『大衆化するIT
消費』（2007年11
月発行）



校生からの応募が267論文と、2008年の62論文を大きく
上回りました。
　このコンテストでは、NRIグループの社員有志による「社内
応援団」が、毎年、論文の募集活動や、一次審査をおこなって
います。募集活動では、母校などにメッセージを送ったり、直
接出向いたりするほか、講師を務めている大学の学生に応募
を呼びかけたりしています。
　最終審査には特別審査委員としてジャーナリストの池上彰
氏、ノンフィクションライターの最相葉月氏を迎え、合計11の
受賞論文を選びました。
　今回のコンテストでは、表彰式に先立ち、大学生・留学生の
受賞者による論文発表会をおこなって、NRIグループ社員と
の意見交換の場を設けました。

北京「清華大学」に奨学金制度を創設

　NRIは2009年9月、中国のIT分野を支えていく人材育成を
支援する目的で、北京市の清華大学に奨学金制度を創設しま
した。
　同大学の情報科学技術学院に在籍する学生を対象として、
「清華－野村綜研 未来創発奨学金」と名付けた奨学金を、5
年間で総額1,200万円相当給付します。
　NRIは国内のみならず、中国やアジアの「人づくり」の支援
にも貢献していきたいと考えています。

「NRIコンサル1日体験プログラム」を開始

　2009年度、NRIは、高校生を対象とした「NRIコンサル1日
体験プログラム」を開始しました。
　NRIのコンサルタントの指導のもと、「問題の把握」から「解
決策の提案」までを学び、グループワークを通じて、「論理的に
考えること」、「チームで考えること」、「わかりやすく発表するこ
と」を体験できる場を提供しています。
　2回の開催で、3校の高校生75名がこのプログラムを体験
しました。参加者からは、「自分の考えを相手に伝える難しさ
を知ることができた」「グループワークを通じて、いろいろな答
えを検討することが大事だと気づいた」「ディスカッションの結
果をプレゼンテーションしたり、貴重な体験ができた」などの
感想が寄せられました。

4回目を迎えた「NRI学生小論文コンテスト」

　NRIは次世代を担う大学生、高校生に、日本の将来に目を
向け、考えてもらう機会を提供する目的で、2006年より「NRI
学生小論文コンテスト」を開催しています。
　第4回となる2009年は、「ITを活用した日本発ビジネス」
（大学生・留学生）、「日本はコレで世界一になる！」（高校生）を
テーマに論文を募集しました。寄せられた330論文のうち、高
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グループワークの様子

ディスカッションの結果を発表

2009年のコンテスト入賞者 論文をまとめた書籍

NRIらしい社会貢献  人づくり
次世代を担う若者や経営者の育成を支援する

NRIは次世代を担う人材の育成に貢献するため、野村マネジメント・スクールで企業経営者向け講座を提供しているほか、学生の
訪問受け入れや大学への講師派遣、論文コンテストなどを通じて、国内外の「人づくり」を支援しています。
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 46 11年間の主要連結財務データ
 48 経営者による財政状態および
  経営成績に関する説明および分析
 54 設備の状況
 56 研究開発
 57 経営方針と課題
 58 2011年3月期の見通し
 59 事業等のリスク
 63 重要な会計方針および見積り
 65 経理の状況
 125 監査報告書

 126 NRIグループ

 127 会社データ

　P.65以降は第45期（自 平成21年4月1日　至 平
成22年3月31日）有価証券報告書からの抜粋と

なります。
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売上高 183,616 217,984 236,569 232,743 238,067 252,963 
売上原価 138,395 160,643 173,636 173,545 178,096 190,732 
販売費及び一般管理費 25,906 29,497 32,568 32,034 31,948 32,071 
営業利益 19,315 27,842 30,364 27,164 28,022 30,159 
経常利益 20,781 31,550 32,953 27,627 29,293 30,987 
税金等調整前当期純利益 9,590 43,629 39,009 27,177 32,927 27,361 
当期純利益 5,130 25,381 22,363 15,459 18,269 16,303 
1株当たり配当金（円）（注2） 1  1 4 4 8 20 

純資産（期末） 91,837  165,171 195,564 185,350 229,331 231,766 
総資産（期末） 168,274  289,104 299,892 256,798 326,799 317,341 
従業員数（期末） 3,600  3,847 4,313 4,619 4,791 4,848 

財務指標（%）  
　ROE（注3） 5.9   19.8  12.4  8.1  8.8  7.1  
　ROA（注4） 13.0   13.8  11.2  9.9  10.0  9.6  
　売上高営業利益率 10.5  12.8  12.8  11.7  11.8  11.9  
　売上高当期純利益率 2.8  11.6  9.5  6.6  7.7  6.4  
　自己資本比率 54.6  57.1  65.2  72.2  70.2  73.0  

 2000.3 2001.3 2002.3 2003.3 2004.3 2005.3 
 通期 通期 通期 通期 通期 通期 

3,000

2,000

4,000

1,000

0

（億円）
売上高 売上高（左軸）売 営業利益（右軸）営 営業利益率

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しています。
2. 1株当たり配当金は、過年度分について遡及して算出しています。

（注） 3. ROE=
当期純利益

（期首純資産 ＋ 期末純資産）÷2

（注） 4. ROA=

× 100

× 100
経常利益

（期首総資産 ＋ 期末総資産）÷2

10.5%
12.8% 12.8% 11.7% 11.8% 11.9%
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285,585 322,531 342,289 341,279 338,629
213,706 234,578 238,537 240,854 245,641
35,409 44,055 51,087 50,711 52,911
36,469 43,897 52,664 49,713 40,077
38,252 46,099 55,517 51,731 40,947
37,535 46,744 47,987 44,181 37,328
22,518 27,019 28,157 24,513 21,856

28 36 50 52 52

209,301 216,232 207,363 205,466 220,237
311,786 371,458 362,447 354,487 363,368
5,013 5,303 5,711 6,118 6,263

10.2  12.7  13.3  11.9  10.3
12.2  13.5  15.1  14.4  11.4
12.8  13.6  15.4  14.6  11.8
7.9  8.4  8.2  7.2  6.5
67.1  58.1  57.0  57.7  60.3

2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3
通期 通期 通期 通期 通期

売上高
売上原価
販売費及び一般管理費
営業利益
経常利益
税金等調整前当期純利益
当期純利益
1株当たり配当金（円）

純資産（期末）
総資産（期末）
従業員数（期末）

財務指標（%）
　ROE 
　ROA
　売上高営業利益率
　売上高当期純利益率
　自己資本比率

400

200

800

600

0

（億円）
営業利益

（百万円）

13.6%

15.4% 14.6%

11.8%12.8%
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　当期（2010年3月期）の我が国経済は、世界的な景気後退
により企業収益や設備投資が減少しました。当期の後半には
徐々に持ち直したものの、その自律性は弱く、予断を許さない
状況が続きました。こうしたなか、企業の情報システム投資に
対する慎重な姿勢は変わらず、情報サービス産業を取り巻く
経営環境も厳しい状況が続きました。
　このような環境のもと、NRIグループは、コンサルティングか
らシステム開発・運用まで一貫して提供できる総合力を持って
事業活動に取り組みました。業種別の動向としては、証券業向
け案件が落ち込むなか、保険業、銀行業向け案件に注力した
ほか、事業基盤の強化を図るべく、サービス業や製造業向けの
新規案件に取り組みました。受注環境が厳しいなか外部委託
費の削減に努め、また、中長期の成長に向けた施策として、品
質および生産性の向上、教育研修などによる人材育成の強化
に継続的に取り組みました。
　この結果、NRIグループの売上高は338,629百万円（前期
比0.8％減）と、前期並みの水準を維持しました。売上原価は、
外部委託費が減少したものの、受託アウトソーシングサービス
の範囲拡大に向けた大型のソフトウエア投資にかかる償却費
の増加、新規の開発案件への取り組みや将来の事業拡大に向
けたオフィス拡張にともなうコストの増加等により245,641
百万円（同2.0％増）となり、販売費及び一般管理費は、人件
費や償却費、器具備品費の増加等により52,911百万円（同
4.3％増）となりました。営業利益は40,077百万円（同19.4％
減）、経常利益は40,947百万円（同20.8％減）、当期純利益は
21,856百万円（同10.8％減）となりました。

セグメント別の動向
コンサルティングサービス
　コンサルティングサービスは、景気の低迷を受け案件が大
幅に減少し、売上高（外部売上高）は28,883百万円（前期比
12.1％減）、営業損益は65百万円の損失（前期は4,126百万
円の利益）となりました。

ＩＴソリューションサービス
　ＩＴソリューションサービスの品目別の売上高動向を見ると、
開発・製品販売は、保険業、銀行業向けが増加したものの、証
券業向けが減少し、126,821百万円（前期比12.1％減）とな
りました。運用サービスは、証券業主要顧客向けの大型アウ
トソーシングサービスの提供および証券業向け共同利用型
サービスにおける新規顧客の獲得等により、167,010百万円
（同12.1％増）となりました。商品販売は15,914百万円（同
4.9％増）となりました。
　コスト面では、外部委託費が減少したものの、受託アウト
ソーシングサービスの範囲拡大に向けたソフトウエア投資にと

もなう償却費や新規の開発案件への取り組みによるコストが
増加しました。
　この結果、売上高（外部売上高）は309,746百万円（同0.4
％増）、営業利益は40,143百万円（同11.9％減）となりま
した。
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①売上高
　「セグメント別の動向（p.48）」に記載のとおり、コンサルティン
グサービスは28,883百万円、ITソリューションサービスは
309,746百万円となり、売上高合計は、338,629百万円（前
期比0.8%減）となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費ならびに営業利益
　売上原価は245,641百万円（前期比2.0％増）となり、売上
原価率は前期の70.6％から72.5％に増加しました。これは、外
部委託費が減少したものの、受託アウトソーシングサービスの
範囲拡大に向けた大型のソフトウエア投資にかかる償却費の
増加、新規の開発案件への取り組みや将来の事業拡大に向け
たオフィス拡張にともなうコストの増加があったためです。
　販売費及び一般管理費は52,911百万円（同4.3％増）とな
りました。これは、従業員の増加等により人件費が増加したほ
か、品質および生産性向上活動にかかる資産の償却費やオ
フィス移転にともなう器具備品費の増加があったためです。
　以上の結果、営業利益は40,077百万円（同19.4％減）とな
り、営業利益率は前期の14.6％から11.8％に低下しました。

③営業外損益および経常利益
　営業外収益は1,569百万円（前期比31.8％減）、営業外費
用は699百万円（同145.6％増）となり、営業外損益は870百
万円（同56.9％減）となりました。資金運用平均残高の減少等
により受取利息が減少したほか、持分法適用関連会社の業績

悪化にともない持分法投資損失を計上しました。
　以上の結果、経常利益は40,947百万円（同20.8％減）とな
りました。

④特別損益、法人税等および当期純利益
　（株）三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ株式の売却などによ
り特別利益は195百万円（前期比68.8％減）、横浜みなと総合
センターの開設にともなうオフィス移転や株式の評価損によ
り特別損失は3,814百万円（同53.3％減）となり、特別損益は
△3,618百万円（前期は△7,549百万円）となりました。
　法人税等は、税効果会計適用後の法人税等の負担率が
41.5％となり、15,476百万円（同21.3％減）となりました。
また、少数株主損失は△4百万円（前期は該当なし）となりま
した。
　以上の結果、当期純利益は21,856百万円（同10.8％減）と
なりました。

2009年3月期と2010年3月期との比較
　2010年3月期の業績について、前期との比較をおこなうと次のようになります。

要約連結損益計算書
2009年3月期 2010年3月期 前期比

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 増減額（百万円） 増減率（%）
売上高 341,279 338,629 △2,649 △0.8
売上原価 240,854 245,641 4,787 2.0
　売上総利益 100,425 92,988 △7,436 △7.4
 （売上総利益率） 29.4％ 27.5％ △2.0P －
販売費及び一般管理費 50,711 52,911 2,199 4.3
　営業利益 49,713 40,077 △9,636 △19.4
 （営業利益率） 14.6％ 11.8％ △2.7P －
営業外収益 2,302 1,569 △733 △31.8
営業外費用 284 699 414 145.6
　経常利益 51,731 40,947 △10,784 △20.8
特別利益 625 195 △430 △68.8
特別損失 8,175 3,814 △4,361 △53.3
　税金等調整前当期純利益 44,181 37,328 △6,853 △15.5
　法人税等 19,668 15,476 △4,192 △21.3
　少数株主損失（△） － △4 △4 －
　当期純利益 24,513 21,856 △2,657 △10.8
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①売上高
　売上高については、341,279百万円（2008年3月期比0.3
％減）となりました。
　コンサルティングサービスは、景気の急激な悪化を受け経営
コンサルティング案件は減少しましたが、金融サービス業向け
を中心にシステムコンサルティング案件が増加し、32,866百
万円（同8.4％増）となりました。
　ＩＴソリューションサービスは、品目別で見ると、開発・製品
販売は、保険業向けで増加する一方、証券業向けが落ち込
み、144,249百万円（同3.9％減）となりました。運用サービス
は、2008年3月期後半に獲得した新規顧客の影響もあり金融
サービス業向け共同利用型サービスが増加したこと、流通業
向けシステム運用が堅調であったことから、148,985百万円
（同5.8％増）となりました。商品販売は、機器導入をともなう
システム開発が減少し、15,178百万円（同27.4％減）となりま
した。
　この結果、ＩＴソリューションサービス全体では308,413百万
円（同1.1％減）となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費ならびに営業利益
　売上原価は240,854百万円（2008年3月期比1.0%増）と
なり、売上原価率は2008年3月期の69.7%から70.6%に増
加しました。これは、商品販売減にともなう機器仕入の減少が
ありましたが、2008年3月期後半に集中したデータセンター
関連投資にともなう減価償却費の増加、共同利用型サービス
のリリースにともなう外部委託費やソフトウエア償却高の増加

があったためです。販売費及び一般管理費は50,711百万円
（同0.7%減）となりました。これは、従業員増により人件費が
増加した一方、経費の削減を進めたことにより事務委託費や
器具備品費が減少したためです。
　以上の結果、営業利益は49,713百万円（同5.6%減）とな
り、売上高営業利益率は2008年3月期の15.4%から14.6%
に低下しました。

③営業外損益および経常利益
　営業外収益は2,302百万円（2008年3月期比24.0%減）、
営業外費用は284百万円（同60.1%増）となり、営業外損益は
2,017百万円（同29.3%減）となりました。運用資金の減少な
どにより受取利息が減少したほか、減配や保有株式の売却に
より受取配当金が減少しました。また、投資事業有限責任組合
の運用状況の悪化により、投資事業組合運用損益が減少しま
した。
　以上の結果、経常利益は51,731百万円（同6.8%減）となり
ました。

④特別損益、法人税等および当期純利益
　（株）三菱UFJフィナンシャル・グループ株式の売却などによ
り特別利益は625百万円（2008年3月期比76.4%減）、株式
やソフトウエアの評価損などにより特別損失は8,175百万円
（同19.7%減）となり、特別損益は△7,549百万円（同0.3%
増）となりました。法人税等は税効果会計適用後の法人税等の
負担率が44.5%となり、19,668百万円（同0.8%減）となりま

参考：2008年3月期と2009年3月期との比較
　2009年3月期の業績について、前期との比較をおこなうと次のようになります。

要約連結損益計算書
2008年3月期 2009年3月期 前期比

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 増減額（百万円） 増減率（%）
売上高 342,289 341,279 △1,009 △0.3
売上原価 238,537 240,854 2,317 1.0
　売上総利益 103,751 100,425 △3,326 △3.2
 （売上総利益率） 30.3% 29.4% △0.9P －
販売費及び一般管理費 51,087 50,711 △375 △0.7
　営業利益 52,664 49,713 △2,951 △5.6
 （営業利益率） 15.4% 14.6% △0.8P －
営業外収益 3,031 2,302 △728 △24.0
営業外費用 178 284 106 60.1
　経常利益 55,517 51,731 △3,786 △6.8
特別利益 2,655 625 △2,029 △76.4
特別損失 10,185 8,175 △2,010 △19.7
　税金等調整前当期純利益 47,987 44,181 △3,806 △7.9
　法人税等 19,829 19,668 △161 △0.8
　当期純利益 28,157 24,513 △3,644 △12.9
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将来の解消見込みが不明のため一時差異として認識しない株
式評価損などの影響によるものです。
　以上の結果、当期純利益は24,513百万円（同12.9%減）と
なりました。

利益配分に関する基本方針および配当
（1）剰余金の配当等の決定に関する方針
　NRIは、企業価値の継続的な向上が最も重要な株主還元と
考えています。剰余金の配当については、長期的な事業発展
のための内部留保の充実に留意しつつ、適正かつ安定的な配
当をおこなうことを基本方針としています。具体的には、事業
収益ならびにキャッシュ・フローの状況等を基準に決定します
が、連結配当性向として３割を目指しています。
　内部留保資金に関しては、共同利用型システムの拡充、運
用サービス事業の拡大、新規事業開発、システム開発生産性

向上、品質向上等を目的とした設備投資および研究開発投資
ならびに人材育成投資の原資とし、今後の事業展開に活用し
ていきます。また、資本効率の向上、経営環境の変化に対応し
た機動的な資本政策の一環として自己の株式の取得に充当
することがあります。
　NRIは、会社法第459条に基づき、９月30日および３月31日
を基準日として、取締役会の決議により剰余金の配当等をお
こなうことができる旨を定款に定めています。

(2）剰余金の配当の状況
　NRIは、当期末（2010年３月31日）を基準日とする配当金
を１株当たり26円としました。なお、2009年11月に実施済
の配当金（基準日は2009年９月30日）と合わせ、年間の配当
金は１株当たり52円となり、連結配当性向は46.3％となりま
した。
　基準日が当期に属する剰余金の配当は次のとおりです。

　     取締役会決議日 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日

　2009年10月23日 5,059百万円 26円 2009年９月30日
　2010年 5月14日 5,060百万円 26円 2010年３月31日
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 2009年 2010年
 3月期末 3月期末 前期末比
 金額 金額 増減額
区分 （百万円） （百万円） （百万円）
資産の部
流動資産 122,572 137,744 15,172
　現金及び預金 20,307 15,055 △5,252
　売掛金 56,408 52,874 △3,533
　開発等未収収益 21,245 15,158 △6,087
　有価証券(現金同等物) 13,999 44,719 30,720
　その他 10,610 9,935 △674

固定資産 231,915 225,623 △6,291
　有形固定資産 58,274 58,965 690
　無形固定資産 74,886 68,319 △6,567

　投資その他の資産 98,754 98,339 △414
　　投資有価証券・
　　関係会社株式 

57,667 55,303 △2,364

　　　（株式） 37,212 40,781 3,569
　　　（その他） 20,455 14,522 △5,933
　　差入保証金・長期貸付金 18,447 20,029 1,582
　　その他 22,639 23,007 367

資産合計 354,487 363,368 8,880

 2009年 2010年
 3月期末 3月期末 前期末比
 金額 金額 増減額
区分 （百万円） （百万円） （百万円）
負債の部
流動負債 70,026 67,195 △2,831
　買掛金 28,961 24,155 △4,805
　リース債務 655 293 △362
　未払金 4,812 7,599 2,786
　未払費用 4,466 5,743 1,276
　その他 31,130 29,404 △1,726
固定負債 78,994 75,936 △3,058
　新株予約権付社債 49,997 49,997 －
　リース債務 414 328 △86
　長期未払金 2,938 1,457 △1,480
　繰延税金負債 2 0 △1
　退職給付引当金 25,642 24,152 △1,489
負債合計 149,020 143,131 △5,889
純資産の部
　株主資本 200,882 212,891 12,009
　　資本金・資本剰余金 33,574 33,617 42
　　利益剰余金 240,061 251,800 11,739
　　自己株式 △72,753 △72,526 227
　評価・換算差額等 3,692 6,179 2,487
　　その他有価証券評価差額金 5,850 8,436 2,585
　　為替換算調整勘定 △2,158 △2,256 △97
　新株予約権 892 1,154 262
　少数株主持分 － 10 10
純資産合計 205,466 220,237 14,770
負債純資産合計 354,487 363,368 8,880

①概要
　当期末の財政状態は、流動資産137,744百万円（前期末比
12.4％増）、固定資産225,623百万円（同2.7％減）、流動負
債67,195百万円（同4.0％減）、固定負債75,936百万円（同
3.9％減）、純資産合計220,237百万円（同7.2％増）となり、総
資産は363,368百万円（同2.5％増）となりました。
　主な増減内容は、以下のとおりです。
　売上高の減少もあり、売掛金および開発等未収収益が
9,621百万円減少しました。手元資金の増加や資金運用の短
期化などにより有価証券（現金同等物）が30,720百万円増加
しました。ソフトウエア投資にかかる償却が進んだことから無
形固定資産が6,567百万円減少しました。

②有価証券について
　有価証券の合計額は100,023百万円（前期末比39.6％増）
であり、総資産に占める割合は27.5％となっています。内訳
は、流動資産の有価証券、固定資産の投資有価証券および関
係会社株式です。

イ．流動資産の有価証券
 　手元資金の増加や資金運用の短期化などにより現金同等
物の有価証券が増加し、流動資産の有価証券は44,719百万
円（前期末比219.4％増）となりました。これはすべて公社債投
資信託（現金同等物）です。

2010年3月期末の財政状態の分析

要約連結貸借対照表
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 　保有上場株式の時価の上昇がありましたが、資金運用を短
期化したこともあり、投資有価証券・関係会社株式は55,303
百万円（前期末比4.1％減）となりました。内訳は、時価のある
株式25,309百万円、時価を把握することが極めて困難と認め
られる株式15,471百万円、債券14,062百万円および投資
事業組合等への出資金460百万円です。なお、「事業等のリス
ク （2）経営戦略リスク ⑤株式投資について」をあわせてご参
照ください。
 　保有有価証券の詳細については、「経理の状況 １ 連結財務
諸表等（1）連結財務諸表 注記事項（有価証券関係）」および
「経理の状況 ２ 財務諸表等 （1）財務諸表 ④附属明細表 有
価証券明細表」をご参照ください。

③ソフトウエアについて
　 　無形固定資産の大半は、ソフトウエアとソフトウエア仮勘
定です。ソフトウエアとソフトウエア仮勘定の合計額は、前
期末74,330百万円、当期末67,786百万円であり、総資産
に占める割合は、それぞれ21.0％、18.7％となっています。
当期のソフトウエア投資額は、金融サービス業向けの共同
利用型システムの開発などにより、15,176百万円（前期比
73.7％減）となりました。なお、「事業等のリスク（2）経営戦
略リスク ④ソフトウエア投資について」をあわせてご参照く
ださい。

キャッシュ・フロー
　当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、58,060
百万円（前期比25.7％増）となりました。これは、主に税金等調
整前当期純利益37,328百万円（同15.5％減）、減価償却費
30,915百万円（同48.9％増）、売上債権の減少額8,979百万
円（同225.4％増）によるものです。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、16,175百万円（同
77.2％減）の支出となりました。これは、主にデータセンターの
機械装置・オフィス設備などの有形固定資産の取得、共同利用
型システムの開発にともなう無形固定資産の取得、投資有価
証券の償還および定期預金の払戻によるものです。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いなどに
より10,348百万円（同53.8％減）の支出となりました。
　以上の結果、当期末の現金及び現金同等物は、59,775百
万円（前期末比111.8％増）となりました。
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設備の状況

　NRIグループの当期の設備投資額は29,000百万円となり
ました。その主な内容は、ＩＴソリューションサービスにおける、
高付加価値サービス拡充のための共同利用型システムの開

発、データセンター関連およびオフィス拡充のための設備投資
です。

主な設備
（1）NRI
      工具、    
  建物及び 機械及び 器具及び 土地  リース ソフト
 事業の種類別 構築物 装置 備品 面積 金額 資産 ウエア 合計 従業員数
事業所名（所在地） セグメントの名称         （人）

丸の内総合センター コンサルティング 846 15 383 － － 0 3,669 4,914 
1,381

（東京都千代田区） サービス         [379]
木場総合センター ITソリューション 1,391 43 677 － － 0 41,430 43,542 

595
（東京都江東区） サービス         [83]
横浜総合センター ITソリューション 806 43 1,606 － － 0 7,766 10,222 

1,650
（横浜市保土ケ谷区） サービス         [359]
横浜みなと総合センター ITソリューション 1,486 44 688 － － － 7,954 10,175 

867
（横浜市神奈川区） サービス         [306]
大阪総合センター ITソリューション 33 0 21 － － － 1 57 

62
（大阪市北区） サービス         [2]
日吉データセンター ITソリューション 5,128 606 219 14,112 4,952 － 1 10,908 

53
（横浜市港北区） サービス         [91]
横浜第一データセンター ITソリューション 6,135 3,678 1,481 (6,748) － 11 26 11,332 43
（横浜市保土ケ谷区） サービス    －     [154]
横浜第二データセンター ITソリューション 9,978 584 762 4,602 2,312 0 － 13,638 

8
（横浜市都筑区） サービス         [3]
大阪データセンター ITソリューション 5,020 916 459 13,200 2,221 0 1 8,618 

26
（大阪市住之江区） サービス         [28]
横浜ラーニングセンター 

全社（共通）
 207 0 89 － － － 44 341 

26
（横浜市保土ケ谷区）          [7]
汐留センター ITソリューション 88 4 61 － － － 917 1,072 

148
（東京都港区） サービス         [47]

 （注） １．金額は2010年３月31日現在の帳簿価額です。
 ２． 土地および建物の一部には賃借しているもの（国内子会社への転貸分を含む）があり、年間賃借料は10,772百万円です。なお、賃借している土地の面積

については（　）内に記載しています。
 ３．「従業員数」の[　]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。
 ４．「事業の種類別セグメントの名称」には、事業所ごとの主なセグメントの名称を記載しています。
 ５．「事業所名」には、地域ごとの代表的な事業所名を記載しており、近隣のそのほかの事業所を含めて記載しています。
 ６．横浜みなと総合センターは2010年２月に開設しました。

（百万円）（百万円）（百万円） （百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（m2）
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　NRIグループの当期末における翌１年間の設備投資予定金
額は30,000百万円であり、事業の種類別セグメントごとの
内訳は次のとおりです。

　なお、経常的な設備の更新のための除却および売却を除
き、重要な設備の除却および売却の計画はありません。

   投資予定金額
事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 （百万円） 主な内容・目的

ITソリューションサービス ソフトウエア 15,800  顧客サービス提供目的の自社利用ソフトウエアおよび販売
目的ソフトウエアの開発等

 ハードウエア 12,200  システム開発用機器、コンピュータシステムおよびネット
ワークの運用サービス提供用機器等

全社（共通） オフィス設備等 2,000  不動産設備の取得およびパソコン等
合　計  30,000 　　　　　　　　　　　　　̶
（注）  投資予定金額については、自己資金を充当する予定です。

2011年3月期の設備投資計画

（2）国内子会社および在外子会社
      工具、    
  建物及び 機械及び 器具及び 土地  リース ソフト
 事業の種類別 構築物 装置 備品 面積 金額 資産 ウエア 合計 従業員数
会社名・事業所名（所在地） セグメントの名称         （人）

《国内子会社》

エヌ・アール・アイ・ネットワーク 
ITソリューション 129 － 289 － － － 170 588 

272
コミュニケーションズ（株）本社他 

サービス 
        [81]

（大阪市北区） 
エヌ・アール・アイ・セキュア 

ITソリューション 
84 － 629 － － 20 597 1,331

 172
テクノロジーズ（株）本社他 

サービス         [35]
（東京都港区） 
NRIワークプレイスサービス（株） 

680 － 20 7,385 1,805 － 3 2,509 
105

本社他/寮 全社（共通） 
        [41]

（横浜市保土ケ谷区）  
エヌ・アール・アイ・データ・ 

ITソリューション 
17 － 14 － － － 53 86

 139
アイテック（株）本社他 

サービス         [24]
（東京都千代田区）

《在外子会社》

野村総合研究所（北京） 
ITソリューション 

9 － 50 － － － 31 91
 82

有限公司 
サービス         [‒]

（中華人民共和国 北京）
（注） 1. 金額は2010年3月31日現在の帳簿価額です。
 2.  土地および建物の一部を賃借しており、年間賃借料は81百万円（NRIからの賃借分を除く）です。
 3. 「従業員数」の[   ]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。
 4. NRIワークプレイスサービス（株）の土地の内訳は下記のとおりです。

  区分 名称 所在地 面積（m2）
  寮 日吉寮 横浜市港北区 5,621
   東寺尾寮 横浜市鶴見区 1,764

 

（百万円）（百万円）（百万円） （百万円）（百万円）（百万円）（百万円）（m2）



ピューティング＊２の技術研究などに取り組みました。また、シス
テム開発上流工程の品質と生産性を向上させる研究、システ
ム開発時のテスト工程の自動化に関する研究、システムの保
守工程を改善するためのアプリケーション分析基盤の研究を
おこないました。
　この結果、ＩＴソリューションサービスにおける研究開発費は
2,859百万円となりました。

研究開発
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なっています。

1. 新規事業・新商品開発に向けた研究ならびに事業性調査、
 プロトタイプ開発、実証実験
2. 情報技術に関する先端技術、基盤技術、生産・開発技術の
 研究
3. 新しい社会システムに関する調査・研究

　研究開発は、NRIグループの技術開発を担う情報技術本
部、および政策提言・先端的研究機能を担う研究創発センター
（2010年４月１日からは未来創発センター）において定常的
に取り組んでいるほか、各事業部門においても、中長期的な視
点に立った事業開発・新商品開発に取り組んでおり、必要に応
じ社内横断的な協業体制のもとで進めています。研究開発戦
略を提起するとともに全社的な視点から取り組むべき研究開
発プロジェクトを選定する場として、研究開発会議を設置して
おり、立案から成果活用に至るまでプロジェクトの審査をおこ
なっています。
　当期における研究開発費は3,561百万円であり、事業の種
類別セグメントごとの具体的な研究開発活動は、次のとおり
です。

コンサルティングサービス
　新しい社会システムに関する調査研究として、アジア関連
の研究に重点的に取り組み、中国における地震防災システム
構築に関する調査研究や、中国、インドなどの新興国の経済状
況の調査研究をおこないました。また、ポストBRICsに焦点を
当て、湾岸地域、メキシコ、インドネシア、トルコ、タイなどに着
目した調査研究をおこないました。さらに、製造業の2025年
を展望し、日本企業が新興国市場で成長を維持するための転
換・変革の方向性を検討する研究をおこないました。
　この結果、コンサルティングサービスにおける研究開発費は
701百万円となりました。

ITソリューションサービス
　新規事業・新商品開発に向け、先端的なソリューションの研
究開発に取り組みました。金融分野では、金融機関のリスク管
理の研究、証券取引の大量高速処理を可能とするトレーディン
グシステムの研究、欧米における金融ＩＴマーケットやサービス
動向の調査などをおこないました。また、独自開発した分析手
法を用いて、メーカーから小売業者への提案資料作成を自動
化するサービスの研究開発、OpenID＊１プロトコルに関する研
究開発として標準化に向けた取り組みや技術・製品評価の活
動をおこないました。情報技術に関する研究としては、中期的
な技術動向を展望するＩＴロードマップの作成や、クラウドコン

＊１  共通のユーザーＩＤを複数のウェブサービスで使えるよう
にする技術。

＊２  巨大なＩＴリソースを、インターネットを通じてサービスとし
て提供するコンピュータの形態。
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　NRIグループの企業理念は「未来創発─Dream up the 
future.─」であり、「顧客の信頼を得て顧客とともに栄える」
「新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担う」ことを
使命と考えています。この企業理念に基づき、顧客ひいては社
会の進むべき方向を提示（ナビゲーション）し、責任を持ってと
もに実現（ソリューション）していく「ナビゲーション＆ソリュー
ション」を経営の基本方針としています。

(2）目標とする経営指標
　NRIグループは、事業の継続的な拡大を通じて企業価値を
向上させていくことを経営の目標としています。経営指標とし
ては、事業の収益力を表す営業利益および営業キャッシュ・フ
ローを重視し、これらの拡大を目指しています。

(3）中長期的な会社の経営戦略
　企業経営においてＩＴ活用は必要不可欠なものとなってお
り、情報サービス産業においては、その投資効果の明確化や
新サービスの迅速な提供がますます求められています。また、
顧客の事業が国や業種の垣根を越えて拡大するなか、グロー
バル対応や業種を超えた機能連携の実現が、情報サービス産
業における競合他社との重要な差別化要因になっています。
企業における情報システムの構築・運用においては、企業自ら
がおこなう自前主義から、専門の外部業者に一部を委託する
アウトソース化への移行がますます加速し、さらに自身はシス
テムを保有せず、外部業者からサービスとしてＩＴ機能の提供を
受ける形態へと進んでいます。
　このような事業環境の変化に対応するため、NRIグループ
は、顧客別のシステム開発・運用に加え、業界横断的なビジネ
スプラットフォームによりＩＴ機能をサービス提供することを経
営戦略の核とし、高品質なサービスを迅速、かつ効率的に開
発・提供する体制を強化しています。また市場拡大が見込める
中国において、質と量の両面において「第二のNRI」を実現する
ことを目標に、ナビゲーション＆ソリューションの提供体制を強
化しています。

(4）会社の対処すべき課題
　2008年後半からの景気後退は徐々に持ち直しつつありま
すが、企業のＩＴ投資には引き続き慎重な姿勢が見られ、投資
対効果の精査による案件の延期・凍結や価格圧力となって表
れています。
　このような事業環境のもと、共同利用型サービスなどコスト
競争力のある新たなサービスを開発・充実させることが喫緊の
課題となっています。また、NRIグループの顧客は証券会社等
の金融業が多く、業種集中による売上変動リスクを回避する
ため、非金融業顧客の拡大が必要と考えています。さらに、中

長期的な安定成長のため、NRIグループのグローバル対応力
を強化する必要があると認識しています。
　競争力のある新しいサービスを開発するには、NRIグループ
の強みである、コンサルティングとシステム開発・運用のそれ
ぞれの業務知識とノウハウを、より強化・融合していくことが重
要であると考えています。また、非金融業顧客の獲得に向けて
は、金融業向け事業で培った決済や顧客管理等の機能を核と
したサービスの開発を目指しており、金融分野と非金融分野
の専門家の協働で進めていきます。グローバル対応について
は、今後市場拡大が見込まれるアジア、特に中国を中心に、既
存顧客の海外展開に確実に対応しつつ新規顧客を獲得するこ
とを目指し、グループ内の連携体制を強化していきます。さら
にこれらを着実に進めるには、国内外を含め、技術や経験を持
つ企業との協業やＭ＆Ａなど、社外の英知を活用していくこと
も必要であると認識しています。
　高品質の新サービスを迅速かつ効率的に開発・提供するた
めに、企画・提案段階からの品質管理の強化を進めていきま
す。また、生産性向上のため、協力会社にも開発手法やツール
を展開し、かつ当該会社との役割分担を最適化することで、開
発プロセス全体のさらなる効率化を図っていきます。
　NRIグループは、新しい価値を創出し提供していく源泉は人
材であるとの認識のもと、次世代を担う人材の戦略的育成に
向けた制度・施策の策定と推進、研修運営体制の強化を図りま
す。また、内部統制システム強化については、役職員のコンプ
ライアンス意識を継続的に維持・向上していく必要があり、従
前の倫理コンプライアンス関連の規程を見直し、分かりやすい
体系に再構成しました。今後は、その遵守に向け、研修や啓発
活動を継続的に実施していきます。さらに、情報セキュリティ管
理の徹底のほか、災害時にも事業が継続できるよう、危機管
理体制の整備・強化を引き続き実施していきます。 
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種経済対策の効果等を背景に、持ち直しの傾向が見られます。
　このような環境のなか、NRIグループは、コンサルティング
からシステム開発・運用までを一貫して提供できる総合力を活
かし、既存顧客への提案の強化や既存事業の拡充に努めると

　なお、2011年3月期の業績予想は、2010年4月に発表した
ものであり、当該時点で入手している情報および合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいています。したがって、予想
に内在する不確定要因や今後の事業運営における状況変化

ともに、新規顧客の獲得に努め、新たな事業の開拓も推進しま
す。また、研究開発や人材育成など中長期の成長を実現する
ための施策やプロジェクト管理の強化、生産性向上活動、外部
委託費など経費の削減に継続して取り組みます。
　次期の業績予想は、以下のとおりです。

等により、実際の売上高および利益は当該予想と異なる結果
となる可能性があります。
　また、１株当たり年間配当金は、当該時点での事業環境およ
び業績予想を前提としています。

業績予想
2010年３月期 2011年３月期 当期比
（実績）（百万円） （予想）（百万円） 増減額（百万円） 増減率（％）

コンサルティングサービス 28,883 30,000 1,116 3.9
ITソリューションサービス 309,746 320,000 10,253 3.3

売上高 338,629 350,000 11,370 3.4
営業利益 40,077 44,000 3,922 9.8
経常利益 40,947 45,000 4,052 9.9
当期純利益 21,856 26,000 4,143 19.0
1株当たり年間配当金 52.00円 52.00円 － －
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影響を及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあり
ます。
　なお、これらは当期末における事業等に関するリスクのうち
代表的なものであり、実際に起こりうるリスクはこの限りでは
ありません。また、本文中の将来に関する事項は、当期末現在
においてNRIグループが判断したものです。

（1）経営環境リスク
①情報サービス産業における価格競争について
　情報サービス産業では、事業者間の競争が激しく、他業種か
らの新規参入や海外企業の台頭、パッケージ製品の普及も進
んでいることから、価格競争が発生する可能性があります。
　このような環境認識のもと、NRIグループは、コンサルティ
ングからシステム開発・運用に至る総合力をさらに高め、サー
ビスの高付加価値化により競合他社との差別化を図るととも
に、生産性の向上に取り組んでいます。
　しかしながら、想定以上の価格競争が発生した場合、NRIグ
ループの業績が影響を受ける可能性があります。

②運用サービス事業の安定性について
　運用サービスを展開するにあたっては、データセンターにか
かる不動産や運用機器、ソフトウエアなどの投資が必要であ
り、投資額の回収は顧客との運用サービス契約に基づき長期
間にわたっておこなわれます。運用サービスの契約は複数年に
わたるものが多く、また単年契約であっても自動更新されるこ
とが多いため、売上高は比較的安定していると考えられます。
さらに、NRIグループは慎重な事業進捗管理と継続的な顧客
の与信管理をおこなうことにより、投資額の回収に努めてい
ます。
　しかしながら、運用サービスの売上高の安定性は将来にわ
たって保証されているわけではなく、顧客の経営統合や経営
破綻、ＩＴ戦略の抜本的見直しなどにより、NRIグループとの契
約が更新されない可能性があります。

③野村ホールディングス（株）およびその関係会社との資本
関係について
　当期末において、野村ホールディングス（株）がNRIの議決権
を38.5％所有（間接所有31.9％、うち22.3％は同社の完全子
会社である野村アセットマネジメント（株）が所有）しています。
また、同社の関連会社（（株）ジャフコほか）がNRIの議決権を
8.2％所有しています。
　しかしながら、NRIに対する野村ホールディングス（株）およ
びその関係会社の持株比率の安定性は保証されているわけ
ではありません。

④ハザードリスク
　事業活動のグローバル化やネットワーク化の進展にともな
い、災害やシステム障害など万一の事態に想定される被害は
大規模化しており、危機管理体制の強化が求められています。
　NRIグループは、大規模災害等の事態が発生した場合の初
動体制と行動指針をまとめたコンティンジェンシープランを作
成しています。さらに、円滑な事業継続に向けた体制の構築や
事業継続に必要なインフラの整備など、危機管理体制の整備・
強化に取り組んでいます。
　しかしながら、想定を超えた災害等の発生によりオフィスや
人員等の経営資源に大きな損害が生じた場合、業務が長期
的に停止するなど、NRIグループが顧客と合意した水準での
サービス提供が困難となり、業績に影響を及ぼす可能性があ
ります。

（2）経営戦略リスク
①特定業種および特定顧客への依存について
　NRIグループの売上高は、特定業種および特定顧客への
依存度が高くなっています。当期において、金融サービス業向
けの売上高は、連結売上高の７割弱を占める規模となってい
ます。また、主要顧客である野村ホールディングス（株）および
（株）セブン＆アイ・ホールディングス（それぞれの子会社を含
む）向けの売上高の合計は、連結売上高の４割弱を占める規模
となっています。
　金融サービス業向け事業等で培った業務ノウハウ、大規模
システム・先端システムの構築・運用ノウハウは、NRIグループ
の強みであり、これを他業種向けのサービスに活かし、新規顧
客の開拓を積極的に進めていきます。また、主要顧客に対して
は、この強みをさらに研鑽することにより競合他社との差別化
を図り、また戦略的な人員出向をおこなうなど、顧客との関係
をより強固なものとしていきます。
　しかしながら、特定業種における法制度の変更や事業環境
の急変、主要顧客における経営状況の変化やＩＴ戦略の抜本的
見直しが、NRIグループの業績に重大な影響を与える可能性
があります。また、新規顧客の獲得が想定どおりに進まない可
能性があります。

②情報サービス産業における技術革新について
　情報サービス産業においては、情報技術の進化とそれにと
もなう市場ニーズの変化に迅速に対応することが求められて
います。
　このような環境認識のもと、NRIグループは、情報技術に関
する先端技術や基盤技術、生産・開発技術の調査・研究に、社
内横断的な体制で取り組むことで、技術革新への迅速な対応
に努めています。
　しかしながら、広範な領域において技術革新が急速に進展
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る可能性があります。

③人材について
　NRIグループは、社員個々人の高い専門性こそが、高付加
価値サービスを顧客に提供するための土台であると考えてい
ます。専門性を備えた人材を確保・育成し、十分に能力を発揮
できる人事制度や労務環境を整備することが、NRIグループ
が中長期的に成長するために必要であると考えています。
　NRIグループは、人的資源を「人財」ととらえ、その確保・育成
のための仕組みづくりを進めています。人材確保については、
インターンシップ制度などにより優れた専門性を有した人材
の採用に努め、また、ワーク・ライフ・バランスを重視し、働き方
や価値観の多様化に対応した人事制度の構築や労務環境の
整備に取り組んでいます。人材育成については、各種資格の
取得を支援する制度を設けているほか、教育研修の専用施設
などで、多くの人材開発講座を開催しています。また、NRIグ
ループ独自の社内認定資格を用意するなど社員の自己研鑽
を促しています。
　このような取り組みにもかかわらず、顧客の高度な要請に
的確に応えうる人材の確保・育成が想定どおり進まない場
合、NRIグループの業績が影響を受ける可能性があります。ま
た、労務環境が悪化した場合、社員の心身の健康が保てなく
なり、労働生産性の低下や人材流出につながる可能性があり
ます。

④ソフトウエア投資について
　NRIグループは、製品販売、共同利用型サービスおよびアウ
トソーシングサービス等の事業展開を図るため、ソフトウエア
投資をおこなっています。多くの場合、ソフトウエアは特定用途
別に設計するため、転用しにくい性質を持っており、投資にあ
たっては慎重な検討が求められます。
　NRIグループは、事業計画の妥当性を十分に検討したうえ
でソフトウエアの開発に着手しています。また、開発途中およ
び完成後であっても、事業計画の進捗状況の定期的なチェッ
クにより必要に応じて速やかに事業計画の修正をおこなう社
内体制を整えています。
　しかしながら、投資の回収可能性は必ずしも保証されている
わけではなく、資金回収ができずに損失を計上する可能性が
あります。

⑤株式投資について
　NRIグループは、将来の事業機会をにらみ各事業会社に出
資しているほか、事業上の関係強化を図るため、取引先等に対
して投資採算性などを考慮に入れつつ出資しています。当期
末のNRIグループの株式投資残高は、総資産の１割強を占め
ています。

　株式投資は、投資先の業績悪化や経営破綻などが発生した
場合、会計上減損処理をおこなうことや、投資額を回収できな
いことがあります。また、株式のうち時価のあるものは、経済環
境や企業収益の動向等によって時価が変動するため、NRIグ
ループの財政状態に影響を与えます。

（3）経営管理リスク
①品質について
　NRIグループは、顧客の経営目標の実現に向けた戦略を提
示し、成果として結実させるための手段を提供する「ナビゲー
ション＆ソリューション」を基本戦略とし、コンサルティングか
らシステム開発・運用に至る総合力を持って付加価値の高い
サービスを顧客に提供することを目指しており、顧客からも品
質の高いサービスが求められています。

イ．コンサルティングサービス
　NRIグループに蓄積されたノウハウ等の情報を幅広く共有
するためのインフラを整備するなど、品質の高いサービスを提
供できる体制の確立に努めています。さらに、顧客満足度調査
を実施し、結果を分析・フィードバックすることにより、今後のさ
らなる品質向上に努めています。
　しかしながら、顧客の期待する高い品質のサービスを提供で
きない場合、その後の業務の受託に支障をきたす可能性があ
ります。

ロ．システム開発
　情報システムの開発は、原則として請負契約であり、納期ま
でに情報システムを完成させ納品するという完成責任を負っ
ていますが、顧客要請の高度化・複雑化や完成までの諸要件
の変更などにより、作業工数が当初の見積り以上に増加し、納
期に遅延することがあります。また、引渡し後であっても性能
改善をおこなうなど、契約完遂のため想定以上に作業が発生
することがあります。特に複数年にわたる長期プロジェクトは、
環境の変化や技術の変化に応じた諸要件の変更等が発生す
る可能性が高くなります。
　こうした状況に対処するため、NRIグループは、教育研修等
を通じプロジェクトマネージャーの管理能力の向上に努め、ま
た、ＩＳＯ（国際標準化機構）9001に準拠した品質マネジメント
システムを整備するなど、受注前の見積り審査や受注後のプ
ロジェクト管理を適切におこなう体制を整えています。特に一
定規模以上のプロジェクトは、システム開発会議等、専用の審
査体制を整え、プロジェクト計画から安定稼働まで進捗状況に
応じたレビューの徹底を図っています。
　しかしながら、作業工数の増加や納品後の性能改善等によ
る追加費用が発生した場合、最終的な採算が悪化する可能性
があります。また、納期遅延やシステム障害により顧客の業務
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ほか、NRIグループの信頼を失う可能性があります。

ハ．運用サービス
　NRIグループが開発する情報システムは、顧客の業務の
重要な基盤となることが多く、完成後の安定稼働が重要であ
ると考えています。特に金融サービス業のシステムについて
は、NRI顧客のみでなく金融市場全体の信頼性に関わる場合
もあり、その重要性を強く認識しています。
　NRIグループは、運用面での品質の向上に注力しており、
ＩＳＯ9001に準拠した品質マネジメントシステム、ＩＳＯ27001
に準拠した情報セキュリティマネジメントシステムおよびＩＳＯ
20000に準拠したＩＴサービスマネジメントシステムにより、運
用サービスの品質の維持および向上に継続的に努めていま
す。また、金融サービス業のシステムについては重点的に管理
状況等の点検をおこなうほか、万一障害が発生した場合の対
応整備を進めています。
　しかしながら、運用上の作業手順が遵守されないなどの人
的ミスや機器の故障等により、顧客と合意した水準での安定
稼働が実現できなかった場合、NRIグループの業績が影響を
受ける可能性があるほか、NRIグループの信頼を失う可能性
があります。

②協力会社について
　NRIグループは、生産能力の拡大や生産性の向上および外
部企業の持つノウハウ活用等のため、外部企業に業務委託し
ていますが、これらの多くは請負契約のもとでおこなわれてい
ます。

イ．良好な取引関係について
　当期において、生産実績に占める外注実績の割合は５割弱
であり、NRIグループが事業を円滑におこなうためには、優良
な協力会社の確保と良好な取引関係の維持が必要不可欠に
なります。
　NRIグループは、定期的に協力会社の審査を実施するほか、
国内外を問わず協力会社の新規開拓をおこなうなど、優良な
協力会社の安定的な確保に努めています。また、特に専門性
の高い業務ノウハウ等を持つ協力会社である「ｅパートナー契
約」締結先企業とのプロジェクト・リスクの共有や、協力会社に
対するセキュリティおよび情報管理等の徹底の要請など、協力
会社も含めた生産性向上および品質向上活動に努めていま
す。
　協力会社は、中国をはじめとする海外にも広がっており、中
国企業への委託は外注実績の１割強を占めています。このた
め、役職員が中国の協力会社を定期的に訪問し、プロジェクト
の状況確認をおこなうなど、協力体制の強化に努めています。

　このような取り組みにもかかわらず、優良な協力会社の確
保や良好な取引関係の維持が実現できない場合、事業を円滑
におこなうことができなくなる可能性があります。特に、海外
の協力会社への委託については、日本とは異なる政治的、経
済的、社会的要因により、予期せぬ事態が発生する可能性が
あります。

ロ．請負業務について
　請負契約のもとでおこなわれる業務委託にあたっては、偽
装請負問題への適正な対応が求められます。
　NRIグループは、請負業務に関するガイドラインを策定し全
社的な問題意識の共有化・定着化を図り、また、協力会社を対
象とした説明会を開催するなど、適正な業務委託の徹底に努
めています。
　このような取り組みにもかかわらず、請負業務の趣旨から逸
脱して業務が遂行された場合、NRIグループの信頼を失う可
能性があります。

③知的財産権について
　電子商取引に関連する事業モデルに対する特許など、情報
システムやソフトウエアに関する知的財産権の重要性が増し
ています。
　このような環境認識のもと、NRIグループは、情報システム
の開発等にあたっては他者の特許を侵害する可能性がないか
を調査するとともに、教育研修等を通じて知的財産権に対す
る社員の意識向上に努めています。一方、知的財産は重要な
経営資源であり、積極的に特許を出願することによってNRIグ
ループの知的財産権の保護にも努めています。
　このような取り組みにもかかわらず、NRIグループの製品や
サービスが他者の知的財産権を侵害した場合、損害賠償請求
を受ける可能性があるほか、情報システムの使用差止請求を
受けサービスを停止せざるを得なくなるなど、業務遂行に支障
をきたす可能性があります。また、他者によりNRIグループの
知的財産権が侵害される可能性があります。

④退職給付にかかる資産・負債について
　NRIグループは、確定給付型の制度として、確定給付企業年
金制度および退職一時金制度を設けています。退職給付にか
かる負債は、退職給付債務と年金資産等の動向によって変動
します。
　退職給付債務については、従業員の動向、割引率など多く
の仮定や見積りを用いた計算によって決定されており、その見
直しによって大きく変動することがあります。年金資産につい
ては、株式市場動向、金利動向などにより変動します。
　また、年金制度を変更する場合には、退職給付にかかる負債
等に影響を及ぼす可能性があります。
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　インターネットの普及によって、あらゆる情報が瞬時に広ま
りやすい社会になっています。こうした技術の発展により、利
用者の裾野が広がり利便性が増す一方、セキュリティ管理が
社会全般に厳しく問われるようになっています。情報サービス
産業は、顧客の機密情報を扱う機会が多く、一層慎重な対応
が求められます。
　NRIグループは、全社横断的な管理体制を敷いてセキュリ
ティ対策の徹底を図っています。入退館管理システムの導入、
パソコンのセキュリティ管理の徹底や個人情報保護に関する
研修の実施等により、常に高度なセキュリティレベルを維持す
るよう努めています。特に、顧客の基幹システムの運用をおこ
なうデータセンターでは、Ｘ線検査装置による持込持出チェッ
クなど、厳重な入退館管理システムを採用しています。
　このような取り組みにもかかわらず、情報漏洩が発生した場
合、業績が影響を受けるだけでなく、NRIグループの信頼を失
う可能性があります。
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妥当と認められている会計基準に基づき作成されています。こ
の財務諸表等の作成にあたっては、期末日における資産およ
び負債、会計期間における収益および費用に影響を与えるよ
うな仮定や見積りを必要とします。過去の経験および状況下
において妥当と考えられた見積りであっても、仮定あるいは条
件の変化により、実際の結果と異なる可能性があります。NRI
グループの財務諸表等に大きな影響を与える可能性がある重
要な会計方針の適用における仮定や見積りには、主に次のよ
うなものが考えられます。

①工事進行基準の適用について
　NRIグループは、受注制作のソフトウエアおよびコンサル
ティングプロジェクトの売上高の認識方法として、原則として
工事進行基準を適用しています。具体的には、プロジェクトご
とに売上原価を発生基準で認識し、原価進捗率（プロジェクト
ごとの見積総原価に対する実際発生原価の割合）に応じて売
上高を計上しています。このため、顧客に対する対価の請求に
かかわらず売上高を計上し、対応する債権を開発等未収収益
として計上しています。
　工事進行基準の採用にあたっては、売上高を認識する基と
なるプロジェクトごとの総原価および進捗率が合理的に見積
り可能であることが前提となります。NRIグループでは、プロジ
ェクト管理体制を整備し、受注時の見積りと受注後の進捗管
理を適切におこなうとともに、当初見積りに一定割合以上の変
化があったプロジェクトには速やかに見積総原価の修正を義
務付けており、売上高計上額には相応の精度を確保している
と判断しています。

②ソフトウエアの会計処理について
　パッケージ製品の開発、共同利用型サービスおよびアウト
ソーシングサービスで使用する情報システムの開発において、
発生した外注費や労務費等を費用処理せず、NRIグループの
投資としてソフトウエアおよびソフトウエア仮勘定に資産計上
することがあります。その場合、完成した情報システムを顧客
に販売またはサービスを提供することによって、中長期的に開
発投資を回収しています。
　その資金の回収形態に対応して、パッケージ製品などの販
売目的ソフトウエアは、原則３年とする残存有効期間に基づく
均等配分額を下限として、見込販売数量もしくは見込販売収
益に基づき償却しています。また、共同利用型サービスなどで
使用する顧客サービス提供目的の自社利用ソフトウエアにつ
いては、最長５年とする利用可能期間に基づく定額法により償
却しています。これらの償却に加えて、事業環境が急変した場
合などには、回収可能額を適切に見積り、損失を計上すること
があります。

　なお、「事業等のリスク （2）経営戦略リスク ④ソフトウエア
投資について」をあわせてご参照ください。

③退職給付会計について
　退職給付会計では、多くの仮定や見積りを必要とし、従業員
の動向、割引率および年金資産の期待運用収益率等の基礎
率をあらかじめ決定しておく必要があります。NRIグループで
は、基礎率の算定にあたっては、合理的かつ保守的と考えられ
る見積りを使用しています。重要な基礎率のひとつである割引
率については、安全性の高い長期の債券の利回りを基に毎年
見直しており、当期においては前期と同じ2.1％を使用してい
ます。
　年金資産の期待運用収益と実際の運用成果との差異など
見積数値と実績数値との乖離、ならびに割引率等の見積数
値の変更によって、数理計算上の差異が発生します。過去５年
間におけるNRIグループの数理計算上の差異の発生額（△は
有利差異）は、2006年３月期△9,344百万円、2007年３月期
4,789百万円、2008年３月期7,940百万円、2009年３月期
5,764百万円、2010年３月期△3,141百万円です。数理計算
上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（15年）で定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌年度から費用処理しており、当期末の未認識数理計
算上の差異残高は、3,567百万円となっています。
　なお、「事業等のリスク (3）経営管理リスク ④退職給付にか
かる資産・負債について」をあわせてご参照ください。また、年
金資産等の詳細については、「経理の状況 １ 連結財務諸表等 
（1）連結財務諸表 注記事項（退職給付関係）」をご参照くだ
さい。

④繰延税金資産について
　NRIグループは、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可
能性を判断したうえで繰延税金資産を計上しています。将来
の課税所得は過去の業績等に基づいて見積っているため、経
営環境の変化等により課税所得の見積りが大きく変動した場
合等には、繰延税金資産の計上額が変動する可能性がありま
す。
　なお、繰延税金資産の詳細については「経理の状況 １ 連結
財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項（税効果会計関係）」
および「経理の状況 ２ 財務諸表等 （1）財務諸表 注記事項
（税効果会計関係）」をご参照ください。

重要な会計方針および見積り
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 6 トップメッセージ
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ナビゲーションとソリューションの融合をさらに進め、NRIの｢第
三の創業｣を推進していきます。「NRIビジョン2015」達成への取
り組みを着実に推し進めるとともに、2011年３月期は成長軌道
の回復を実現させます。

 14 連結業績ハイライト

 16 事業の概況
 16 セグメント別業績概況
 18 マネジメント・アプローチに基づく新セグメントについて
 20 新セグメント担当役員メッセージ

2010年4月より、NRIはマネジメント・アプローチに基づくセグメント開示に変更して
います。今回は新セグメント担当役員へのインタビューを掲載し、各セグメントの強
み、特徴や今後の成長戦略などについてご説明しています。

 20 　コンサルティング
 22 　金融ITソリューション
 24 　産業ITソリューション
 26 　IT基盤サービス

 28 特集１：NRIの競争力の源泉としての人材
専門的な知識と能力を身につけたプロフェッショナルが、NRIグ
ループの付加価値の源泉であり、強みのひとつです。ここではプ
ロフェッショナルを育成するための仕組みについて代表取締役専
務執行役員の室井がご説明しています。

 32 特集２：NRIの競争力を支えるパートナー企業
社員だけでなく、国内パートナーおよびオフショアパートナーの３つを効果的に活用
することができる人的リソースの厚みも、NRIの競争力を支える大きな強みとなって
います。

注意事項
本アニュアルレポートは、2010年3月期の業績
および今後の経営戦略に関する情報の提供を目
的としたものであり、NRIが発行する有価証券の
投資勧誘を目的としたものではなく、また何らか
の保証・約束をするものではありません。本ア
ニュアルレポートに記載されている意見や見通
しは、アニュアルレポート作成時点におけるNRI
の見解であり、その情報の正確性および完全性
を保証または約束するものではなく、また今後、
予告なしに変更されることがあります。本アニュ
アルレポートのいかなる部分も一切の権利は株
式会社野村総合研究所に帰属しており、電子的
または機械的な方法を問わず、いかなる目的で
あれ、無断で複製または転送等をおこなわない
ようお願いいたします。

目次

未来創発
D r e a m  u p  t h e  f u t u r e .

個々の要素が互いに作用しあうことで
思いもよらない新しい価値や秩序が生まれ
全体が高まっていく―
この現象を「創発」と呼んでいます。

私たちNRIグループは創発によって
世の中に新しい価値を生み出し
社会のパラダイムを変えながら
明るい未来を切り拓いていこうとしています。
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会社概要
会社名 株式会社  野村総合研究所
英文社名 Nomura Research Institute, Ltd.
所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目6番5号
  丸の内北口ビル
資本金 186億円
代表者 代表取締役社長　嶋本　正
従業員数 5,314名／NRI グループ6,263名（2010年3月31日現在）

所有者別持株比率（2010年3月31日現在）
　

大株主（2010年3月31日現在）
株主名 所有株式数（千株） 持株比率（%）

野村アセットマネジメント（株） 43,387 19.28
野村ファシリティーズ（株） 18,600 8.27
（株）ジャフコ 15,020 6.68
野村ホールディングス（株） 13,000 5.78
シービーニューヨーク オービス エスアイシーアーヴィー
  （常任代理人 シティバンク銀行（株）） 9,368 4.16
シービーニューヨーク オービス ファンズ
  （常任代理人 シティバンク銀行（株）） 9,242 4.11
NRIグループ社員持株会 6,546 2.91
日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 5,522 2.45
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223
  （常任代理人 （株）みずほコーポレート銀行決済営業部） 3,556 1.58
日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 3,400 1.51
（注） NRIは、自己株式30,378千株を保有しておりますが、上記からは除いて
 おります。

株式の概況（2010年3月31日現在）
発行可能株式総数 750,000,000 株
発行済株式の総数 225,000,000 株
単元株主数 17,112 名

株主メモ
・株券電子化にともない、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ること
となっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意く
ださい。
・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、下記特別口座管理機関（三菱ＵＦＪ
信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
・未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。
事業年度 4月1日～翌年3月31日 
定時株主総会 6月 
単元株式数 100 株 
公告方法 電子公告（NRIホームページ　http://www.nri.co.jp/） 
 ただし、事故その他のやむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。 
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 
特別口座の 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
口座管理機関  
同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
（連絡先・照会先） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
 〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号 
 0120-232-711（通話料無料） 

株価チャート
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本アニュアルレポートに関するお問い合わせ先：株式会社野村総合研究所　IR室　E-mail: ir@nri.co.jp
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